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規制・制度改革に関する分科会 構成員 


 


分科会長       平  野   達  男     内閣府副大臣（規制改革担当）                       


分科会長代理 園  田  康  博     内閣府大臣政務官（規制改革担当）                   


分科会長代理   岡       素  之     住友商事株式会社代表取締役会長                     
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 代表取締役 


大  室  康  一     三井不動産株式会社代表取締役副社長 
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黒  岩  祐  治     ジャーナリスト・国際医療福祉大学大学院教授 
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土  屋  了  介     財団法人癌研究会顧問 


新  浪   剛  史     株式会社ローソン代表取締役社長ＣＥＯ 


星  野  佳  路     株式会社星野リゾート代表取締役社長  


  若田部  昌  澄     早稲田大学政治経済学術院教授   


渡  邊  佳  英     日本商工会議所特別顧問 


東京商工会議所副会頭 


大崎電気工業株式会社会長 
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グリーンイノベーションＷＧ 構成員 


 


主 査    園  田   康  博     内閣府大臣政務官  


主 査   安  念  潤  司     中央大学法科大学院教授 


石  川   和  男     霞が関政策研究所代表 
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伊  藤  敏  憲     ＵＢＳ証券シニアアナリストマネージングディレクター 


大  上  二三雄     エム・アイ・コンサルティンググループ株式会社 


 代表取締役 


小  川  芳  樹     東洋大学経済学部長 総合政策学科教授 


佐  藤      泉    弁護士  


澤      昭  裕 21 世紀政策研究所研究主幹 


杉  山  涼  子    富士常葉大学社会環境学部教授 


角  南      篤 政策研究大学院大学准教授 


福  島   秀  男   太平洋セメント株式会社取締役専務執行役員 


松  村  敏  弘 東京大学社会科学研究所教授 


 







ライフイノベーションＷＧ 構成員 


 


主 査    園  田   康  博   内閣府大臣政務官 


主 査    土  屋  了  介   財団法人癌研究会顧問 


阿曽沼   元  博   順天堂大学客員教授    


医療法人社団滉志会副理事長 


大  西   昭  郎   日本メドトロニック株式会社取締役副社長 


岡  野  光  夫   東京女子医科大学先端生命医科学研究所所長・教授 


翁      百  合   株式会社日本総合研究所理事 


川  渕   孝  一   東京医科歯科大学大学院医療経済学分野教授 


神  野  正  博   社会医療法人財団董仙会理事長 


久  住  英  二  ナビタスクリニック立川院長 


黒  岩  祐  治  ジャーナリスト・国際医療福祉大学大学院教授 


竹  中   ナ  ミ   社会福祉法人プロップ・ステーション理事長 


中  村  寿美子  株式会社ニューライフフロンティア取締役 


介護情報館／有料老人ホーム・シニア住宅情報館館長 


馬  袋  秀  男  株式会社ジャパンケアサービスグループ代表取締役社長


兼ＣＯＯ 


         「民間事業者の質を高める」全国介護事業者協議会理事長 


藤  井  賢一郎  日本社会事業大学専門職大学院准教授 


真  野  俊  樹   多摩大学統合リスクマネジメント研究所 


医療リスクマネジメントセンター教授 


三  谷  宏  幸   ノバルティスファーマ株式会社代表取締役社長 


山  西  弘  一   独立行政法人医薬基盤研究所理事長 







農林・地域活性化ＷＧ 構成員 


 


主 査  園  田  康  博 内閣府大臣政務官 


主  査    吉  田       誠    三菱商事株式会社生活産業グループ次世代事業開発 


ユニット農業・地域対応チームシニアアドバイザー 


青  山   浩  子    農業ジャーナリスト 


石  森   秀  三  北海道大学観光学高等研究センター長        


北海道大学大学院教授 


大  社      充  特定非営利活動法人グローバルキャンパス理事長 


小 松  正 之   政策研究大学院大学教授   


斉之平   伸  一  三州製菓株式会社代表取締役社長 


澤  浦   彰  治    株式会社野菜くらぶ代表取締役社長 


グリンリーフ株式会社代表取締役社長 


白  倉   政  司  山梨県北杜市長 


野  髙   貴  雄    茨城県稲敷郡河内町長 


茨城県町村会長 


いばらき農業改革支援会議委員 


株式会社ふるさとかわち代表取締役社長 


速  水      亨  速水林業代表 


星  野   佳  路    株式会社星野リゾート代表取締役社長 


穂  積   亮  次  愛知県新城市長 


本  間  正  義  東京大学大学院農学生命科学研究科教授 


渡  邊  佳  英    日本商工会議所特別顧問 


東京商工会議所副会頭 


大崎電気工業株式会社会長 
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分科会長代理 園 田  康博   内閣府大臣政務官（公共サービス改革担当） 


 


分科会長代理 勝 俣  恒久   東京電力株式会社取締役会長 


 


       秋 池  玲子   ボストン コンサルティング グループ 


                パートナー＆マネージング・ディレクター 


 


       大久保 和孝   新日本有限責任監査法人 


                公認会計士・ＣＳＲ推進部長 


 


 落 合  誠一   中央大学法科大学院教授・東京大学名誉教授 


 


       小 幡  純子   上智大学法科大学院長 


 


       樫 谷  隆夫   公認会計士・税理士 


 


       関  幸 子   ＮＰＯ法人地域産業おこしに燃える人の会理事長 


 


       根 本  祐二   東洋大学経済学部教授 


 


       穂 坂  邦夫   ＮＰＯ法人地方自立政策研究所理事長 
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国丸ごと仕分け（行政事業レビュー）も含めた 


平成 23 年度予算編成プロセス全体での効果 


 


 


 


 


 


 
（注）昨年９月の行政刷新会議で報告した「各府省の行政事業レビューの点検結果の平成 23


年度概算要求への反映状況（集計表）」と本日の会議で報告を受けた「行政刷新会議の事


業仕分けの評価結果等の反映などによる 23 年度予算の歳入歳出の見直し（概要）」の計


数を機械的に足し合わせたものである。 


 


 


（１）概算要求後の見直し（本日の報告内容） 


 


○歳出 


概算要求段階からの歳出削減（23 年度要求→23 年度当初） 


①歳出削減額          約 3,515 億円 


  


○歳入 


事業仕分けの評価結果等を踏まえた歳入確保努力による財源確保 


②歳入確保額           約１兆 3,984 億円 


 


○合計（①＋②）          約１兆 7,498 億円 


 


 


 


 


（２）概算要求段階の見直し 


 


○国丸ごと仕分け（行政事業レビュー）点検結果の概算要求への反映 


反映額             約１兆 3,278 億円（※） 
 


（※）各府省で公表している「行政事業レビュー点検結果の平成 23 年度概算要求への反映


状況について」等を基に、各府省が「廃止」等の結果を概算要求に反映させた額（特別


会計を含む）を行政刷新会議事務局において積み上げた計数である。 
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本日の報告内容に加え、国丸ごと仕分け（行政事業レビュー）による各府


省における概算要求段階の見直し状況を考慮すると、平成 23 年度予算編


成における行政刷新会議の取組全体による効果は、約３兆円（注）となる。








行政刷新会議 (第 15回 )


議 事 次 第


1.開 会           ・


2.事業仕分けの評価結果等の平成 23年度予算案への反映状況等について
3.規制仕分けについて
4.公共サービス改革分科会の検討状況について
5.閉 会


資料1-1 行政刷新会議の事業仕分けの評価結果等の反映などによる 23年度予
算の歳入歳出の見直し (概要)


資料1-2 行政刷新会議の事業仕分けの評価結果等の反映
資料1-3 23年度における独立行政法人及び公益法人の不要資産の国庫納付
資料1-4 特会仕分けの評価結果と23年度予算等における対応について
資料1-5 「地震再保険特別会計に関する論点整理に係るワーキンググループ」


について


資料2-1 [規 制仕分け」の実施について (案)
資料2-2 ワーキンググループの設置について (案 )
資料2-3 今後の「規制仕分け」の進め方について (イメージ)
資料3 公共サービス改革の検討状況について (報告)


参考資料 1 行政刷新会議議員名簿
参考資料2 規制・制度改革に関する分科会 構成員
参考資料3 公共サービス改革分科会 構成員
参考資料4 国丸ごと仕分け (行政事業レビュー)も含めた平成 23年度予算編成
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事業仕分けの評価結果等の反映などにより、大胆な歳出の見直し
を行うとともに、不要資産等の国庫納付等を実現するなど、その成果
を23年度予算へ反映。


行政刷新会議の事業仕分けの評価結果等の反映などによる
23年度予算の歳入歳出の見直し（概要）


行政刷新会議の事業仕分けの評価結果等の反映などによる
23年度予算の歳入歳出の見直し（概要）


○歳出
事業仕分けの評価結果等を踏まえ、歳出の徹底した見直しを行い、


概算要求から追加的に約3,500億円の歳出削減を実現。


(23年度要求 → 23年度当初)


①歳出削減額（一般会計） 約3,515億円


・道路整備事業（対23要求▲497億円）
・治水事業（対23要求▲226億円）
・日本年金機構運営費交付金（対23要求▲182億円）
・住宅用太陽光発電導入支援対策費補助金（対23要求▲80億円）
・地域ICT利活用広域連携事業（対23要求▲22億円）


○歳入
事業仕分けの評価結果等を踏まえた歳入確保努力によって、約1兆


4,000億円の財源確保を実現。


②歳入確保額（一般会計） 約1兆3,984億円


◇独立行政法人の不要資産の国庫納付（約1兆3,418億円）
・鉄道建設・運輸施設整備支援機構 (1兆2,000億円)
・中小企業基盤整備機構（500億円）
・住宅金融支援機構 (413億円)
◇公益法人の不要資産の国庫納付（約447億円）
・(財)塩事業センター（約404億円）


○合計（①＋②） 約1兆7,498億円


（注）計数については、精査の結果、異動を生じる場合がある。


資料１－１








行政刷新会議の事業仕分けの
評価結果等の反映


平成23年１月
財務省主計局


資料１－２







①「特別会計仕分け」
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④
23年度
要望額


⑤
23年度


予算措置
額


（要望）


Ａ－２
厚生


労働省
労働保険
特別会計


雇用保険二事
業①


職業情報総合データ
ベースの運営等


事業廃止 - 29 - - - - ▲ 29 廃止。


(1)ジョブ・カード制度
普及促進事業 2,590 2,325 1,805 - - ▲ 784 ▲ 520


現行の手法による事業は廃止し、見直しを行った上で、国（労
働局）が中心となった推進体制を構築し、企業と求職者双方
への的確な支援を実施する新たな枠組みへ移行。


(2)キャリア形成促進
助成金（ジョブ・カード
制度関連）


1,049 5,325 5,195 - - 4,145 ▲ 131


現行のキャリア形成促進助成金（ジョブ・カード制度関連）を廃
止し、経過措置分（22年度認定分、47億円）を措置するととも
に、ジョブ・カード制度関連助成を一般のキャリア形成促進助
成金に整理統合し、他の助成金と重複しないＯＪＴ助成分（5億
円）を含め措置。


(3)介護雇用管理改善
等対策費


予算の縮減を行った上で、見
直しを行う 12,899 10,684 8,390 - - ▲ 4,509 ▲ 2,294


他の助成金との重複が認められる介護未経験者人材確保等
助成金（23要求84億）について廃止。ただし、経過措置分（22
年度雇入れ分）は措置。


(4)特定求職者雇用開
発助成金


37,990 38,511 38,317 - - 326 ▲ 195 緊急就職支援者雇用開発助成金について廃止。


(5)若年者等正規雇用
化特別奨励金


17,533 17,714 12,431 - - ▲ 5,101 ▲ 5,283
22年度の支出実績をもとに、奨励金の支給対象人員を見直
し。


(6)職業能力開発校施
設整備費等補助金


2,421 2,371 2,233 - - ▲ 189 ▲ 139 22年度の支出実績をもとに所要額を見直し。


(7)離職者等の再就職
に資する総合的な職
業能力開発プログラ
ムの展開


29,527 31,541 30,506 - - 979 ▲ 1,035 22年度の支出実績をもとに所要額を見直し。


行政刷新会議の事業仕分けの評価結果等の反映（特別会計仕分け）


雇用保険二事
業②


Ａ－３
厚生


労働省
労働保険
特別会計


事業廃止
（同様の政策目的を持った類
似事業との整理統合を図り、Ｏ
ＪＴによる能力開発という本来
の政策目的を実現できる新た
な別の枠組みを設ける）


見直しを行う
予算要求については、実績を
ベースに、真のニーズに対応
したものに限定


反映の状況（考え方）
項目
番号


府省名
特別会計


名
勘定名


項目名
事業仕分けの評価結果、


とりまとめコメント


①
22年度


当初予算
額


②
23年度


概算要求
額


③
23年度


予算措置
額


（要求）


【参考】


⑥
対22年度
当初予算


額
（③－①）


⑦
対23年度
概算要求


額
（③－②）


※の計数は、③23年度予算措置額（要求）及び⑤23年度予算措置額（要望）の合計額と対22年度当初予算額との比較（以下同じ。）。


(単位：百万円）
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④
23年度
要望額


⑤
23年度


予算措置
額


（要望）


反映の状況（考え方）
項目
番号


府省名
特別会計


名
勘定名


項目名
事業仕分けの評価結果、


とりまとめコメント


①
22年度


当初予算
額


②
23年度


概算要求
額


③
23年度


予算措置
額


（要求）


【参考】


⑥
対22年度
当初予算


額
（③－①）


⑦
対23年度
概算要求


額
（③－②）


(1)（財）産業雇用安定
センター（運営費補
助）


運営費補助の廃止 2,375 2,320 1,995 - - ▲ 381 ▲ 325


産業雇用安定センターの意義は認めつつ、23年度について
は、一部事業の廃止・縮小及び運営の効率化により予算額を
縮減し、25年度を目途に、運営費補助依存体質を改めること
に向けセンターの運営のあり方を見直す。


(2)（財）介護労働安定
センター（交付金）


交付金の廃止 2,378 2,071 1,797 - - ▲ 581 ▲ 274


介護労働安定センターの意義は認めつつ、23年度について
は、一部事業の廃止・縮小及び運営の効率化により予算額を
縮減し、25年度を目途に、交付金依存体質を改めることに向
けセンターの運営のあり方を見直す。


(1)日本年金機構運営
費交付金


機構の運営に関し、意識改革
の強化により徹底的な事業効
率化を図るとともに予算要求
の圧縮を図る


305,839 359,922 341,112 - - 35,272 ▲ 18,810
年金記録問題対策をはじめ事業全体の効率化を図り、要求
額から削減（▲5％）。


(2)紙台帳等とコン
ピュータ記録との突合
せ


総合評価方式を見直し、価格
競争を重視した入札・調達に
変えることによって予算要求を
2割程度圧縮


42,750 87,607 73,588 - - 30,838 ▲ 14,020
契約及び作業体制の見直し等により事業の効率化を図り、要
求額から2割程度を縮減（▲16％）。


(3)コールセンター運
営事業


事業内容を見直して予算要求
を2、3割程度圧縮。第4コール
センターは計画を撤回


4,211 5,464 4,244 - - 33 ▲ 1,220
第4コールセンターの要求を取り下げ、要求額から2割以上を
削減（▲22％）。


(1)ねんきんネット
郵便局における事業の見直し
など予算要求は全体的に1/4
程度圧縮


3,998 7,624 2,743 - - ▲ 1,255 ▲ 4,881


郵便局・市町村役場における事業を大幅に縮小する等によ
り、要求額から6割程度を削減（▲59％）。
（ねんきん定期便事業と合わせると、要求額から3割程度を削
減（▲32％）。）


(2)ねんきん定期便事
業


できるだけ早期にネットに移行
することとし、予算要求を3割
圧縮


21,158 10,306 9,387 - - ▲ 11,772 ▲ 919


25年度を目途に3割圧縮を実現するため、ネットサービスへの
早期移行に取り組み、その成果を24年度以降の予算に反映。
23年度は、事業効率化により、要求額から1割程度を削減（▲
9%)。
（ねんきんネットと合わせると、要求額から3割程度を削減（▲
32％）。）


(3)所在不明高齢者対
策


地方公共団体が本来業務とし
て責任を持っている部分は地
方公共団体に実施していただ
く方向で見直し


- 2,627 274 - - 274 ▲ 2,353
高齢者の生存確認のための訪問調査は、一義的には地方に
依頼することとし、要求額から大幅に削減（▲90％）。


労働保険
特別会計


雇用保険二事
業③


Ａ－４
厚生


労働省


Ａ－６
厚生


労働省
年金特別


会計


Ａ－７
社会保険事業
運営費②


社会保険事業
運営費①


厚生
労働省


年金特別
会計
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④
23年度
要望額


⑤
23年度


予算措置
額


（要望）


反映の状況（考え方）
項目
番号


府省名
特別会計


名
勘定名


項目名
事業仕分けの評価結果、


とりまとめコメント


①
22年度


当初予算
額


②
23年度


概算要求
額


③
23年度


予算措置
額


（要求）


【参考】


⑥
対22年度
当初予算


額
（③－①）


⑦
対23年度
概算要求


額
（③－②）


(1)子育て支援サービ
ス事業費等（（財）こど
も未来財団））


子育てと仕事の両立という本
来の目的に合致する施策に厳
しく絞り込む
予算要求の圧縮（25％目途）


472 475 356 - - ▲ 116 ▲ 119
事業内容を両立支援に資する取組みに重点化すること等によ
り、要求額から25％相当額を削減。


(2)児童館巡回支援活
動等事業（（財）児童
育成協会））


子育てと仕事の両立という本
来の目的に合致する施策に厳
しく絞り込む
予算要求の圧縮（25％目途）


557 557 417 - - ▲ 140 ▲ 140
事業内容を両立支援に資する取組みに重点化すること等によ
り、要求額から25％相当額を削減。


経済
産業省


(1)住宅用太陽光発電
導入支援対策費補助
金


電力買取制度の推進、システ
ム価格の低下、地方公共団体
による補助の拡充を総合勘案
し、20％を目途として、予算要
求の圧縮を図る。その際、将
来的に完全な全量買取制度の
視点へと集中させていく「出口
戦略」を明確化する


40,146 42,900 34,900 - - ▲ 5,246 ▲ 8,000 補助単価を見直し、要求の20％程度削減。


環境省


(2)家庭用太陽熱利用
システム普及加速化
事業（うち家庭用太陽
熱利用システムリース
支援事業）


来年度の予算計上は見送り
（ただし、政府全体の環境政策
の中で、環境省として行うべき
事業を検討し、必要があれば
新たな予算要求を検討）


- 1,520 - - - - ▲ 1,520
予算計上を見送り。
※左記概算要求額（対23年度概算要求額）は、グリーン熱証
書普及拡大事業20百万円（▲20百万円）を含んでいる。


(1)温泉エネルギー活
用加速化事業


対象を全国の先進的なモデル
となる地域に厳しく限定
予算要求の圧縮（半減を目途
に）


50 850 450 - - 400 ▲ 400
判定結果を踏まえ、温泉発電設備の設置に係る補助件数を
半減。


(2)先進的次世代車普
及促進事業


燃料電池自動車については、
継続中の事業を除き予算要求
の見送り
ハイブリットオフロード車につい
ては、低利融資制度等他の政
策手段の活用を前提に、予算
要求を圧縮（半減を目途に）


145 357 175 - - 30 ▲ 182
ハイブリッドオフロード車導入に係る補助件数を半減。燃料電
池自動車等については、リース契約が継続中のものを除き削
減。


(3)廃棄物エネルギー
導入・低炭素化促進
事業


予算要求を圧縮（半減を目途
に）
（廃棄物熱回収については、対
象を“超”高効率のものに限定
したうえでさらにモデル地域を
絞り込む。塵芥車等について
は、例えば電動パッカー車に
限定する）


1,300 1,548 789 - - ▲ 511 ▲ 759


廃棄物エネルギー導入事業については、廃棄物熱回収事業
を廃止、補助率の見直しにより削減。
低炭素自動車導入事業については、対象を電動パッカー車に
限定。


(4)省エネ自然冷媒冷
凍等装置導入促進事
業


現状の補助水準を維持 160 500 333 - - 173 ▲ 167
補助率の据え置き（1/2（要求）→1/3（据え置き））により削
減。


導入等補助事
業等①


児童育成事業


導入等補助事
業②


環境省


Ａ－８
厚生


労働省
年金特別


会計


Ａ－１１


エネル
ギー対策
特別会計


エネル
ギー需給


勘定


Ａ－１２


エネル
ギー対策
特別会計


エネル
ギー需給


勘定
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④
23年度
要望額


⑤
23年度


予算措置
額


（要望）


反映の状況（考え方）
項目
番号


府省名
特別会計


名
勘定名


項目名
事業仕分けの評価結果、


とりまとめコメント


①
22年度


当初予算
額


②
23年度


概算要求
額


③
23年度


予算措置
額


（要求）


【参考】


⑥
対22年度
当初予算


額
（③－①）


⑦
対23年度
概算要求


額
（③－②）


(1)電源立地地域対策
交付金（うち（独）日本
原子力研究開発機構
が設置する原子力発
電共用施設地域に係
る交付金）


(2)電源立地等推進対
策交付金（うち原子
力・エネルギー教育支
援事業交付金）


29,354 27,078 26,298 - - ▲ 3,056 ▲ 780


(4)原子力施設等防災
対策等委託費（うち防
災訓練実施調査）


(1)廃止措置・放射性
廃棄物研究開発


111,812 100,915 98,605 13,890 9,980 ▲ 13,207 ▲ 2,310


Ａ－１６
経済


産業省
特許特別


会計


H27年度の新システム移行に
あわせて廃止
それまでは最大限のコスト削
減


3,283 3,141 2,718 - - ▲ 565 ▲ 423 システム開発の一部を取りやめること等により予算を圧縮。


エネル
ギー対策
特別会計


電源開発
促進勘定


10％～20％を目途に全体とし
て予算の圧縮を図る
（電源立地地域対策交付金に
ついては、経済産業省所管分
も含め同様に精査）


交付規則により既に交付が決まっており、23年度分について
削減が困難なものを除き、10％程度の減。
（注：左記は、(1)～(4)を含む電源立地対策費全体の計数。）


Ａ－１３


契約職員の人件費、施設の運転管理費、税支払分等を除い
た事業関連経費を対象に5％半ばの縮減。
（注：左記は、(1)及び(2)を含む電源利用対策費全体の計
数。）


予算要求の圧縮（10％を目途
に）
電源利用対策費全般における
財政当局も含めたガバナンス
の強化


特許電子図書館事業


電源立地対策
費


(2)高速増殖炉サイク
ル実用化研究開発
（（独）日本原子力研
究開発機構運営費交
付金＋施設整備補助
金）


(3)原子力施設等防災
対策等委託費（うち環
境放射能水準調査等
委託費）


文部
科学省


文部
科学省


Ａ－１４


エネル
ギー対策
特別会計


電源開発
促進勘定


電源利用対策
費


※
▲ 3,226
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④
23年度
要望額


⑤
23年度


予算措置
額


（要望）


反映の状況（考え方）
項目
番号


府省名
特別会計


名
勘定名


項目名
事業仕分けの評価結果、


とりまとめコメント


①
22年度


当初予算
額


②
23年度


概算要求
額


③
23年度


予算措置
額


（要求）


【参考】


⑥
対22年度
当初予算


額
（③－①）


⑦
対23年度
概算要求


額
（③－②）


Ａ－１７
経済


産業省
特許特別


会計
事業廃止 179 179 - - - ▲ 179 ▲ 179 事業を廃止。


(1)農地保有合理化促
進事業


予算要求を10～20％程度圧縮 865 1,175 946 - - 81 ▲ 229
土地買入資金助成費の利子助成期間を見直したことにより、
平成23年度要求を20％圧縮。


(2)農地利用集積事業
事業内容を見直し、予算要求
を10～20％程度圧縮 4,002 3,963 - - - ▲ 4,002 ▲ 3,963


戸別所得補償制度に創設される規模拡大加算と事業目的が
同じであるため、22年度限りで廃止。


(1)治水事業 - - - - - - - 反映額等はＢ－７(1)、(4)の欄に記載。


(2)道路整備事業 - - - - - - - 反映額等はＢ－８の欄に記載。


(3)港湾整備事業 - - - - - - - 反映額等はＢ－９の欄に記載。


(4)空港整備・維持運
営 - - - - - - - 反映額等はＢ－１０の欄に記載。


費用便益分析
について


情報公開の推進、責任者の明
確化、文書の保存期間等充実
させた上で見直しを行う


Ｂ－６
国土


交通省


Ｂ－３


食料安定
供給特別


会計


農業経営
基盤強化


勘定


農業経営基盤
強化事業


知的財産教育セミナー開催事業


農林
水産省


社会資本
整備事業
特別会計
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④
23年度
要望額


⑤
23年度


予算措置
額


（要望）


反映の状況（考え方）
項目
番号


府省名
特別会計


名
勘定名


項目名
事業仕分けの評価結果、


とりまとめコメント


①
22年度


当初予算
額


②
23年度


概算要求
額


③
23年度


予算措置
額


（要求）


【参考】


⑥
対22年度
当初予算


額
（③－①）


⑦
対23年度
概算要求


額
（③－②）


(2)スーパー堤防事業 事業廃止 97,731 101,258 90,036 - - ▲ 7,695 ▲ 11,222


現在実施中の箇所のうち、既に契約締結済の支払等中止し
た場合に、共同事業者等に対し、社会経済活動に重大な支障
を及ぼすものを除き、当該事業に予算を充当しない。
具体的な金額は、他の公共事業の個別箇所と同様、予算決
定後の実施計画で決定。


(3)水資源開発事業交
付金


23,418 20,398 18,947 - - ▲ 4,471 ▲ 1,451


水資源機構の利益剰余金については、23年度において約89
億円を活用し同機構の維持管理費に充当することとし、これ
により水資源開発事業交付金の国費負担を概算要求から12
億円削減。
なお、利益剰余金の国庫納付については、同機構及び国土
交通省において引続き検討。


243,809 225,981 203,383 - - ▲ 40,426 ▲ 22,598


(4)河川・砂防の管理


(1)道路整備事業


599,444 497,150 447,435 - - ▲ 152,009 ▲ 49,715


Ｂ－９
国土


交通省


社会資本
整備事業
特別会計


港湾勘定


港湾事業の選
択と集中


港湾整備事業
事業内容を見直すとともに予
算要求を10％～20％圧縮


116,671 100,170 90,153 - - ▲ 26,518 ▲ 10,017 議論の対象となった要求額の10％を縮減。


Ｂ－１０
国土


交通省


社会資本
整備事業
特別会計


空港整備
勘定


空港整備・維
持運営のあり
方


空港整備・維持運営
事業内容を見直し、予算要求
を10％までの圧縮幅で見直す 112,618 68,086 63,104 - - ▲ 49,514 ▲ 4,982 議論の対象となった要求額の7％を縮減。


議論の対象となった要求額の10％を縮減。


(2)直轄国道の管理


事業内容を見直し、予算要求
を10％～20％程度圧縮


道路整備事業
の選択と集中、
国道の管理の
あり方


議論の対象となった要求額の10％を縮減。


事業内容を見直すとともに予
算要求を10％～20％圧縮
水資源機構については、利益
剰余金の国庫返納を早急に検
討


国土
交通省


社会資本
整備事業
特別会計


治水勘定


(1)治水事業


治水事業の選
択と集中、河川
等の管理のあ
り方


Ｂ－８
国土


交通省


社会資本
整備事業
特別会計


道路整備
勘定


Ｂ－７


の内数 の内数の内数の内数の内数
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④
23年度
要望額


⑤
23年度


予算措置
額


（要望）


反映の状況（考え方）
項目
番号


府省名
特別会計


名
勘定名


項目名
事業仕分けの評価結果、


とりまとめコメント


①
22年度


当初予算
額


②
23年度


概算要求
額


③
23年度


予算措置
額


（要求）


【参考】


⑥
対22年度
当初予算


額
（③－①）


⑦
対23年度
概算要求


額
（③－②）


B－１４ 法務省
登記特別


会計


抜本的見直し（指定法人制度
を見直すとともに指定法人の
内部留保のあり方を早急に検
討する）


1,148 1,133 - - ▲ 16 -


（指定法人制度）
民事法務協会を指定法人としている現在の制度の廃止を含
めた検討を行う予定。
（内部留保）
利用者への還元の観点から、指定法人手数料について、23
年1月から、現行の1件25円を17円に引下げることで、内部留
保の解消を図っていく予定。


(1)自動車事故防止対
策事業


見直し
（当面、直接被害者のためにな
るもの以外は廃止し、「被害者
保護対策事業｣に集中すべき、
バス事業は継続事業の終了を
もって終了すべきとの意見も
あった。）


1,342 1,340 1,210 - - ▲ 132 ▲ 130 自動車事故防止対策事業を縮減。


(2)被害者保護対策事
業


見直し
（重度後遺障害者への支援に
集中し、また、「自動車事故防
止対策事業」から「被害者保護
対策事業」に予算をシフトする
など選択と集中を行うべき。）


4,348 4,350 4,336 - - ▲ 12 ▲ 14 重度後遺障害者支援事業等に重点化。


(1)政府保障事業業務
委託費


予算の縮減
（実際の業務量に応じた単価
設定など委託費の縮減を努力
されたい。）


881 863 814 - - ▲ 67 ▲ 49 実際の業務量に応じた単価設定にすることで縮減。


(2)自動車検査独立行
政法人


抜本的見直し
（検査事務を大幅に民間に移
管することの検討を含む）
（車検の検査と登録を一体化
するなど、大幅な効率化を図る
とともに、独立行政法人での検
査・登録料の適正化を図るべ
き。）


3,974 2,311 2,311 - - ▲ 1,663 -
施設整備費等について、前年度に比べ大幅に縮減するととも
に、その他の経費についても更に縮減を図る。


(3)自動車登録検査シ
ステム（ＭＯＴＡＳ）の
維持管理


予算の10％程度の縮減 8,112 9,990 9,878 - - 1,765 ▲ 112


次期MOTASの保守・運用経費について、リース期間の見直し
による経費縮減とともに、入札の競争性を向上させる取り組
みにより、22年度から26年度の間で予算の10％程度の縮減
に努める。


Ｂ－１７
国土


交通省


自動車安
全特別会


計


保障勘定


保障・検査登
録関連事業


事故対策関連
事業


Ｂ－１６
国土


交通省


自動車安
全特別会


計


自動車事
故対策勘


定


登記情報提供システムの維持管理 事項
要求
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 ④
23年度
要望額


⑤
23年度


予算措置額
（要望）


Ａ－１ 総務省


事業仕分け第1弾の評価結果（廃
止）が反映されていない
事業仕分け第1弾の評価結果の確
実な実施
（現場のボランタリーな人たちと、
常時啓発の必要性というところは
踏まえながらも、もう一度抜本的
に、早いスピードで見直しをするこ
ととして、従来のやり方は廃止して
いただきたい。）


212 167 119 - - ▲ 93 ▲ 48


ポスター、広報誌、研修等は廃止。明るい選挙推進協会への
委託事業（委託費）については、今後の常時啓発活動の担い
手たるボランティアとＮＰＯとのネットワーク作りに直接寄与す
る事業に限定して12月までに限り計上し、23年中に廃止。そ
の後の常時啓発活動の在り方についても23年末までに結論
を得る。


A－２ 総務省 国の事業として廃止 8,200 4,724 2,550 - - ▲ 5,650 ▲ 2,174
廃止。
継続分は前倒しで23年度末をもって終了。また、継続分に要
する経費についても継続審査強化等により4分の1程度縮減。


A－３ 総務省


（継続分）
国の事業として廃止
（特別枠要望分）
見直しを要する


（ICTを教育現場でどのように利用
していくのかという中身について文
部科学省が主導的な役割を果たし
ながら進めていくべき。文部科学
省が実施する事業において、現場
の影響が最小限になるような努力
はすべき。）


1,001 700 540 2,168 525 ▲ 461 ▲ 160


（継続分）
副大臣折衝の結果、文部科学省事業と十分連携することとし
た上で、実証項目を文部科学省事業との連携上必要不可欠
な内容に絞り込むといった事業の見直しを行い、要求から4分
の1程度の縮減。


（特別枠）
政策コンテストの評価結果も踏まえ、文部科学省事業と十分
連携するとともに、校数等を相当程度絞り込んだ上で措置。


A－４
厚生


労働省


事業仕分け第1弾の評価結果（予
算要求の縮減（予算要求の1/3程
度を縮減））が反映されていない
事業仕分け第1弾の評価結果の確
実な実施


11,410 10,860 9,110 - - ▲ 2,300 ▲ 1,751
シルバー人材センターに係る管理運営費等に対する補助の
見直しを図ることにより、22年度予算要求（136億円）の1/3程
度を縮減。


 項目
番号


 府省名


⑦
対23年度


概算要求額
（③－②）


反映の状況（考え方）


【参考】


 
①


22年度
当初予算額


 ②
23年度


概算要求額


③
23年度


予算措置額
（要求）


⑥
対22年度


当初予算額
（③－①）


項目名
事業仕分けの評価結果、


とりまとめコメント


行政刷新会議の事業仕分けの評価結果等の反映（再仕分け）


地域ＩＣＴ利活用広域連携
事業


明るい選挙推進費


シルバー人材センター援
助事業


フューチャースクール推進
事業


※の計数は、③23年度予算措置額（要求）及び⑤23年度予算措置額（要望）の合計額と対22年度当初予算額との比較（以下同じ。）。


(単位：百万円）


※
　64
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 ④
23年度
要望額


⑤
23年度


予算措置額
（要望）


 項目
番号


 府省名


⑦
対23年度


概算要求額
（③－②）


反映の状況（考え方）


【参考】


 
①


22年度
当初予算額


 ②
23年度


概算要求額


③
23年度


予算措置額
（要求）


⑥
対22年度


当初予算額
（③－①）


項目名
事業仕分けの評価結果、


とりまとめコメント


（１）生活衛生
振興助成費
等補助金


409 - - - - ▲ 409 - -


（２）生活衛生
営業指導費
補助金


492 - - - - ▲ 492 - -


（３）生活衛生
関係営業対
策事業費補
助金


国の事業として廃止
（多くの評価者が指摘しているよう
に、単なる看板の掛け替えとなっ
ている。改革案を検討していること
は説明いただいたが、予算要求し
ている事業内容については、何ら
見直しがなされていない。評価基
準や、国と県、商工会の機能分担
も含めて改革案を検討していただ
いて、事業内容を見直した上で要
求していただきたい。）


- 811 724 - - 724 ▲ 87


審査・評価委員会（仮称）による事業評価結果を予算に反映
する仕組みを導入するとともに、全国センター等の機能分担を
明確化し、事業の効率化を図ることにより、要求から1億円を
縮減。


Ａ－６
厚生


労働省
予算要求の縮減（その他）
（縮減割合は判定不能） 17,637 17,637 15,527 - - ▲ 2,110 ▲ 2,110


二次予防事業対象者把握事業に要する経費を把握方法の簡
素化を踏まえ縮減。
通所型介護予防事業のプログラム実施方法の見直しによる
縮減。


（１）宝くじの
普及宣伝の
事業（（財）日
本宝くじ協会）


- - - - - - -


（２）普及広報
事業（（財）自
治総合セン
ター）


- - - - - - -


（３）市町村振
興事業に対
する助成事業
（（財）全国市
町村振興協
会）


- - - - - - -


（４)市町村振
興宝くじ販売
促進事業
（（財）全国市
町村振興協
会）


- - - - - - -


（平成22年度で廃止）


事業仕分け第2弾の評価結果が反
映されていない
事業仕分け第2弾の評価結果の追
加等（更なる事業の見直しを行う）


本事業について、国の予算措置はない。


介護予防事業（地域支援
事業の一部）


Ａ－７ 総務省
宝くじ関係
事業


Ａ－５
厚生


労働省


生活衛生
関係補助
金
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 ④
23年度
要望額


⑤
23年度


予算措置額
（要望）


 項目
番号


 府省名


⑦
対23年度


概算要求額
（③－②）


反映の状況（考え方）


【参考】


 
①


22年度
当初予算額


 ②
23年度


概算要求額


③
23年度


予算措置額
（要求）


⑥
対22年度


当初予算額
（③－①）


項目名
事業仕分けの評価結果、


とりまとめコメント


Ａ－８ 総務省 見直しを行う - - - - - - - 本事業について、国の予算措置はない。


Ａ－９
厚生


労働省


見直しを行う
（診療報酬改定で対応可能な事業
の廃止、医師不足対策への実効
性が定かではない事業の廃止、不
用額の確実な反映をさらにしっか
りとやっていただきたいということ
が結論。）


30,802 29,718 26,746 - - ▲ 4,055 ▲ 2,971
診療報酬改定で対応可能な事業の廃止等とともに、不用額を
確実に反映。


Ａ－１０
厚生


労働省


見直しを行う
（所得水準の高い国保組合に対す
る定率補助の廃止）


323,959 326,502 323,918 - - ▲ 41 ▲ 2,584


大臣折衝の結果、事業仕分けの結論に沿って見直しを行う
が、国民健康保険法の改正が必要な事項は、24年4月からの
実施を念頭に、所要の法律改正案を次期通常国会に提出す
ることを目指す。
なお、法律改正が必要のない事項は、所要の政省令改正を
行い、23年度当初から直ちに実施。
（削減額には、自然増減等が⑥対22年度当初予算額で3,248
百万円、⑦対23年度概算要求額で▲2,338百万円が含まれ
る。）


Ａ－１１
厚生


労働省
判定不能 43,682 37,912 36,202 - - ▲ 7,479 ▲ 1,709


評価結果（判定不能）は、反映不能。
（ただし、運営費交付金の必要水準は精査し、診療事業分を
一部削減。）


（１）新ＩＣＴ利
活用サービス
創出支援事
業（ユビキタ
ス特区事業
の推進）


来年度の予算計上は見送り 1,605 811 - - - ▲ 1,605 ▲ 811 予算計上見送り。


（２）アジアユ
ビキタスシ
ティ構想推進
事業


見直しを要する
（国内で実証効果が確認されてい
ない中で、技術を海外展開するの
は無謀ではないか）


- - - 1,000 204 - -
政策コンテストの評価結果も踏まえ、実証実験経費は予算計
上見送り、日本のICT技術のアジアにおけるニーズ調査に要
する経費に限定して予算計上。


本人確認情報処理事業
（（財）地方自治情報セン
ター）


所得水準の高い国民健康
保険組合への補助金の見
直し


（独）国立病院機構運営費
交付金


総務省
ＩＣＴ関係事
業


Ａ－１２


医師確保、救急・周産期
対策の補助金等


※
　204
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 ④
23年度
要望額


⑤
23年度


予算措置額
（要望）


 項目
番号


 府省名


⑦
対23年度


概算要求額
（③－②）


反映の状況（考え方）


【参考】


 
①


22年度
当初予算額


 ②
23年度


概算要求額


③
23年度


予算措置額
（要求）


⑥
対22年度


当初予算額
（③－①）


項目名
事業仕分けの評価結果、


とりまとめコメント


（１）ＩＣＴ海外
展開の推進（Ｉ
ＣＴ先進事業
国際展開プロ
ジェクト）


予算要求の縮減（半減）
（政府が資金面でどれほど支援す
べきなのか、まず賛同する企業に
負担を求めるべきではないか。）


2,426 1,701 1,201 - - ▲ 1,225 ▲ 500
モデル事業の設備費につき、民間負担を求め2分の1程度縮
減。


（２）地域コン
テンツの海外
展開に関する
実証実験


国の事業として廃止 399 400 - - - ▲ 399 ▲ 400 廃止。


（１）緊急消防
援助隊設備
整備費補助
金に必要な経
費


事業仕分け第1弾の評価結果（予
算要求の縮減（予算要求の10％程
度を縮減））が反映されていない
事業仕分け第1弾の評価結果の確
実な実施


4,751 5,241 4,741 - 156 ▲ 10 ▲ 500


（２）緊急消防
援助隊設備
の整備（無償
使用）（ヘリコ
プターテレビ
電送システム
の整備、高度
救助用器具
の整備、テロ
災害対応資
機材の整備）


見直しを要する
（補助ではなく無償使用というもの
が説得的ではない）


- - - 2,492 265 - -


A－１５
厚生


労働省


見直しを行う
（運営に困難をきたしている保険
者に限定）


32,949 33,546 31,663 - - ▲ 1,286 ▲ 1,883 運営に困難をきたしている保険者に助成対象を限定。


A－１６
厚生


労働省
予算要求の縮減 599 403 298 - - ▲ 301 ▲ 106


24年度以降の自立に向けて必要最小限の補助とするため、
治験コーディネーターの人件費等を削減。


補助金については、22年度予算要求50億円から、首都直下
地震等に対応するため整備が必要な消火部隊及び航空部隊
に係る分を除く10％程度となる2.6億円（対23年度要求5億円）
を削減するとともに、国有財産等の無償使用制度に関する考
え方を整理し、無償使用として要望されていた高度救助用器
具は補助金として1.6億円計上。
そのほか、政策コンテストの評価結果も踏まえ、ヘリコプター
テレビ電送システムの整備は予算計上見送り、テロ災害対応
資機材の整備は対象を重点化した上で、2.7億円計上。


Ａ－１４


Ａ－１３ 総務省


総務省
緊急消防
援助隊関
係事業


ＩＣＴ海外展
開関係事
業


高齢者医療運営円滑化等
補助金


治験拠点病院活性化事業
費


※
　265


※
　146
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 ④
23年度
要望額


⑤
23年度


予算措置額
（要望）


 項目
番号


 府省名


⑦
対23年度


概算要求額
（③－②）


反映の状況（考え方）


【参考】


 
①


22年度
当初予算額


 ②
23年度


概算要求額


③
23年度


予算措置額
（要求）


⑥
対22年度


当初予算額
（③－①）


項目名
事業仕分けの評価結果、


とりまとめコメント


(1)審査関連
業務 219 129 129 462 97 ▲ 90 -


ガバナンス等の指摘のため、予算措置への反映はない。
（ただし、政策コンテストの評価結果を踏まえ、医薬品医療機
器総合機構の相談に必要な人員・体制を精査することによ
り、4億円程度を節減し、1億円を措置。）


(2)安全対策
業務 725 721 669 - 369 ▲ 57 ▲ 52


ガバナンス等の指摘のため、予算措置への反映はない。
（ただし、政策コンテストの評価結果を踏まえ、各病院のシス
テム開発を医薬品医療機器総合機構で一括してとりまとめる
こと等により、7億円程度を節減し、4億円を措置。）


Ａ－１８
厚生


労働省


（女性と仕事総合支援事業）
平成22年度で終了


（男女ワークライフ支援事業）
国の事業として廃止
（女性と仕事の未来館の活用方
策）
閉鎖


245 227 168 - - ▲ 77 ▲ 59


「男女ワークライフ支援事業」は廃止。全国の女性関連施設、
地方自治体等における女性就業支援事業を支援するための
機能（相談対応、ノウハウ・情報提供、講師派遣等）に特化
（現在の一般労働者向け各種セミナーや研修会は実施しな
い。）。
「女性と仕事の未来館」は閉鎖。2/3程度を他の行政機関に使
用させ、残りの部分を上記の取組に活用。


Ａ－１９ 内閣府
来年度の予算計上は見送り
（しっかりと説明できない限り見送
り）


- 82,000 15,100 - - 15,100 ▲ 66,900
本調整費を使用する場合の一事業あたりの上限額等、使途
についてのルールを明確化する等、積算根拠を抜本的に見
直し、予算要求の2割弱を計上。


Ａ－２０ 外務省


見直しを行う
（ミスマッチの解消に向け、派遣規
模・体制の抜本的な見直しをして
いただきたい。JOCAとの契約関係
の見直しについてはさらに進めて
いただきたい。国内積立金につい
ては、名称、位置づけを抜本的に
検討していただきたいということを
結論とさせていただきたい。）


17,994 15,668 14,931 270 - ▲ 3,062 ▲ 737


ボランティア支援業務（現在、JOCA（青年海外協力協会）に対
して発注）の分割発注、派遣前語学研修の委託契約の一般
競争入札化、経費の性質に応じた国内積立金の分割・給付
水準の見直し等により予算要求を縮減。


Ａ－２１ 外務省 見直しを行う - - - - - - - 執行手続き等の指摘のため、予算措置への反映はない。


事業仕分け第2弾の評価結果（当
該法人が実施し、事業規模は拡充
出向の在り方の問題を含め、ガバ
ナンスの抜本的改革・強化）が一
部反映されていない
事業仕分け第2弾の評価結果の追
加等（主要業務への重点化、効率
的な人材確保）


取引契約関係（（独）国際
協力機構）


A－１７


（独）国際協力機構運営費
交付金（青年海外協力隊）


総合特区推進調整費


（１）女性と仕事総合支援
事業（(財)女性労働協会）
（２）男女ワークライフ支援
事業


厚生
労働省


（独）医薬
品医療機
器総合機
構


※
　 7


※
　 312
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 ④
23年度
要望額


⑤
23年度


予算措置額
（要望）


 項目
番号


 府省名


⑦
対23年度


概算要求額
（③－②）


反映の状況（考え方）


【参考】


 
①


22年度
当初予算額


 ②
23年度


概算要求額


③
23年度


予算措置額
（要求）


⑥
対22年度


当初予算額
（③－①）


項目名
事業仕分けの評価結果、


とりまとめコメント


Ａ－２２ 外務省


見直しを行う（その他）
（国際機関における日本人職員を
増やすこと、政府が採用促進をす
ること、JPOの意義についても評価
者は共有している。）


1,057 1,064 1,030 - - ▲ 27 ▲ 35
国際機関における日本人職員を増やすこと、政府が採用促進
をすること、JPOの意義についても評価者は共有していること
を踏まえ、派遣人数を確保した上で所要額を精査。


(1)国際宇宙
ステーション
開発に必要な
経費（（独）宇
宙航空研究
開発機構）


180,005 162,800 154,528 27,200 18,072 ▲ 25,476 ▲ 8,272


(3）(独）宇宙
航空研究開
発機構運営
費交付金


(4)（独）宇宙
航空研究開
発機構施設
整備に必要な
経費


政策コンテストの評価結果も踏まえ、基準となる22年度当初
予算に、補正前倒し措置（21年度51億円、22年度140億円）を
考慮することで、23年度も実質的に22年度と同程度になるよう
措置（ただし、23年度は後年度の資金計画抑制のため施設老
朽化対策等で15億円を追加措置。）。


国際機関職員派遣信託基
金（ＪＰＯ）拠出金


（平成23年度から25年度の資金計
画）
見直しを行う（平成22年度当初予
算の水準を維持）（※23年度につ
いては、22年度補正予算案による
前倒し分を縮減とはみなさない）


（平成23年度予算）
予算要求の縮減（平成22年度当初
予算の水準）
(※23年度概算要求から22年度補
正予算案による前倒し分を縮減と
はみなさない）


(2)地球観測
衛星の開発
に必要な経費
（（独）宇宙航
空研究開発
機構）


Ａ－２３
文部


科学省
宇宙関係


事業


※
 ▲ 7,405
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 ④
23年度
要望額


⑤
23年度


予算措置額
（要望）


 項目
番号


 府省名


⑦
対23年度


概算要求額
（③－②）


反映の状況（考え方）


【参考】


 
①


22年度
当初予算額


 ②
23年度


概算要求額


③
23年度


予算措置額
（要求）


⑥
対22年度


当初予算額
（③－①）


項目名
事業仕分けの評価結果、


とりまとめコメント


Ａ－２４
文部


科学省


（制度）
見直しを行う
（科学技術振興調整費について
は、継続事業終了時点をもって廃
止、トップダウン型事業については
一つに統合。そして、研究成果最
適展開支援事業や産学イノベー
ション加速事業については、ボトム
アップ型の科学研究費補助金と
トップダウン型の戦略的な競争的
資金とは別立てで、民間の負担を
入れて行うべきものについては、
そもそも文部科学省が行うべきも
のであるかも含め整理すること。）


（予算）
予算要求の縮減（1割程度）


342,645 297,213 278,154 60,864 56,968 ▲ 64,491 ▲ 19,059


政策コンテストの評価結果も踏まえ、
①科学技術振興調整費は、一旦廃止し、文科省の類似事業
との統合、制度見直し等により全体を効率化。
②トップダウン型事業は事業を一本化し効率化。
③実用化事業は一本化した上で民間資金活用を導入し効率
化。
一方、総理の意向も踏まえ、成長戦略の実現に資する基礎研
究の充実の観点から、ボトムアップ事業である科学研究費に
ついては柔軟な研究の遂行に資する基金化等を実施するた
めに増額措置。


(1)グローバル
ＣＯＥプログラ
ム


事業仕分け第1弾の評価結果（予
算要求の縮減（1/3程度縮減））が
反映されていない
事業仕分け第1弾の評価結果の確
実な実施
（23年度要求から少なくとも1割以
上の縮減はしていただき、事業仕
分け第1弾の評価結果の確実な実
施をしてもらいたい。）


26,476 26,430 23,677 - - ▲ 2,799 ▲ 2,753
事業仕分け第1弾の削減不足分相当として予算要求から1割
以上を削減。


(2)博士課程
教育リーディ
ングプログラ
ム


見直しを要する - - - 5,150 3,900 - - 政策コンテストの評価結果も踏まえ、件数等を絞って措置。


競争的資金


大学関係
事業（その
１）


Ａ－２５
文部


科学省


※
　3,900


※
　▲ 7,523
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 ④
23年度
要望額


⑤
23年度


予算措置額
（要望）


 項目
番号


 府省名


⑦
対23年度


概算要求額
（③－②）


反映の状況（考え方）


【参考】


 
①


22年度
当初予算額


 ②
23年度


概算要求額


③
23年度


予算措置額
（要求）


⑥
対22年度


当初予算額
（③－①）


項目名
事業仕分けの評価結果、


とりまとめコメント


(1)大学教育
質向上推進
事業（大学教
育・学生支援
推進事業）


9,216 7,240 4,575 - - ▲ 4,641 ▲ 2,665
廃止。
継続事業については、23年度は経過措置として事業の効率
化を図った上で措置。


(2)大学生の
就業力育成
支援事業


3,036 2,999 2,875 - - ▲ 161 ▲ 124
廃止。
継続事業については、23年度は経過措置として事業の効率
化を図った上で措置。


(3)地域・社会
の求める人材
を養成する大
学等連携事
業（大学教育
充実のため
の戦略的大
学連携支援プ
ログラム）


4,808 3,744 2,120 - - ▲ 2,688 ▲ 1,624
廃止。
継続事業については、23年度は経過措置として事業の効率
化を図った上で措置。


(1)国際化拠
点整備事業


一旦廃止し、組み立て直す
（大学の国際化拠点にするという
大きな目標・目的については、今
のやり方ではつながるとは思えな
いという意味で、一旦白紙で、どう
いうやり方をしたら国際拠点を作っ
ていけるのか組み立て直して欲し
い。）


3,770 3,549 2,988 - - ▲ 782 ▲ 561


「グローバル30」は廃止し、「大学の国際化のためのネット
ワーク形成推進事業」を新設。
「日中韓等の大学間交流を通じた高度専門職業人育成事業」
は廃止し、大学の世界展開力強化事業のキャンパス・アジア
中核拠点支援のなかで再構築。


(2)大学の世
界展開力強
化事業


見直しを要する
（どういう大学にどういう形でやって
もらうのかについて、一からきちん
と組み立ててもらいたい。）


- - - 3,000 2,178 - - 政策コンテストの評価結果も踏まえ、件数等を絞って措置。


国の事業として廃止
（継続事業についても相当メリハリ
をつけ、踏み込んで、早期に廃止
していただきたい。）


大学関係
事業（その
２）


Ａ－２６
文部


科学省


文部
科学省


大学関係
事業（その
３）


Ａ－２７


※
　2,178
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 ④
23年度
要望額


⑤
23年度


予算措置額
（要望）


 項目
番号


 府省名


⑦
対23年度


概算要求額
（③－②）


反映の状況（考え方）


【参考】


 
①


22年度
当初予算額


 ②
23年度


概算要求額


③
23年度


予算措置額
（要求）


⑥
対22年度


当初予算額
（③－①）


項目名
事業仕分けの評価結果、


とりまとめコメント


(1)競馬売上
げを原資とし
た助成事業
（ＪＲＡ）


- - - - - - -


(2)補助事業
（競輪）（（財）
ＪＫＡ）


- - - - - - -


(3)競艇売上
げを原資とし
た助成事業
（（財）日本船
舶振興会）


- - - - - - -


（１）観光地域
づくりプラット
フォーム支援
事業


予算要求を半減し、抜本的見直し - 542 271 - - 271 ▲ 271
補助事業の効果検証を十分に行うことにより補助対象の重点
化を行うこととし、予算要求を半減。


（２）観光圏整
備事業


（平成22年度をもって廃止） 542 - - - - ▲ 542 - -


（３）着地型旅
行商品流通
促進支援事
業


- 30 - - - - ▲ 30 廃止。


（４）ユニバー
サルツーリズ
ムネットワー
ク構築支援事
業


- 30 - - - - ▲ 30 廃止。


（５）スポーツ
観光支援事
業


- 30 - - - - ▲ 30 廃止。


廃止


見直しを行う 本事業については、国の予算措置はない。
公営ギャン
ブル関係
事業


国内観光
関係事業


Ａ－２８


国土
交通省


農林
水産省


経済
産業省


国土
交通省


Ｂ－１
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 ④
23年度
要望額


⑤
23年度


予算措置額
（要望）


 項目
番号


 府省名


⑦
対23年度


概算要求額
（③－②）


反映の状況（考え方）


【参考】


 
①


22年度
当初予算額


 ②
23年度


概算要求額


③
23年度


予算措置額
（要求）


⑥
対22年度


当初予算額
（③－①）


項目名
事業仕分けの評価結果、


とりまとめコメント


（１）訪日旅行
促進事業（ビ
ジット・ジャパ
ン事業）


予算要求を縮減（1/3）し、内容を
見直す
（特別枠）
見直しを要する


8,648 6,307 4,205 2,560 1,850 ▲ 4,443 ▲ 2,102
広告宣伝費を見直すこと等により、予算要求を1/3縮減。
政策コンテストの評価結果も踏まえ、広告宣伝費を削減。


（２）国際会議
の開催・誘致
の推進


来年度の予算計上は見送り 449 443 - - - ▲ 449 ▲ 443 予算計上見送り。


Ｂ－３
経済


産業省


見直しを行う（国費100％事業へ企
業負担を導入し、例外的取扱いと
する基準は、市場性の有無や安全
性の確保といった曖昧なものでは
なく、明確化し、極力限定すること）


15,163 11,582 11,181 5,640 2,440 ▲ 3,982 ▲ 401
政策コンテストの評価結果も踏まえ、企業負担を導入したこと
等により事業規模を見直し。


（１）中小企業
経営支援体
制連携強化
事業


廃止（看板の掛け替え） 4,021 4,500 - - - ▲ 4,021 ▲ 4,500
廃止。
経済産業局が中心となって専門家派遣等を行う事業を新たに
実施（3,959百万円計上）。


（２）経営力向
上・事業承継
等支援体制
構築事業


（平成21年度をもって廃止） - - - - - - - -


（３）小規模事
業対策推進
事業費補助
金


（小規模事業対策推進事業費補助
金のうち小規模事業者地域産品
市場化促進事業（消費者モニタリ
ング事業））
廃止


4,353 2,501 2,434 - - ▲ 1,919 ▲ 67
小規模事業者地域産品市場化促進事業（消費者モニタリング
事業）は廃止。


Ｂ－４


実証等を主目的とする研
究開発


Ｂ－２
国土


交通省


経済
産業省


中小企業
の経営支
援


国際観光
関係事業


※
▲ 2,593


※
▲ 1,542
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23年度
要望額


⑤
23年度


予算措置額
（要望）


 項目
番号


 府省名


⑦
対23年度


概算要求額
（③－②）


反映の状況（考え方）


【参考】


 
①


22年度
当初予算額


 ②
23年度


概算要求額


③
23年度


予算措置額
（要求）


⑥
対22年度


当初予算額
（③－①）


項目名
事業仕分けの評価結果、


とりまとめコメント


（１）バイオ燃
料導入加速
化事業（［１］
Ｅ３ガソリン本
格普及事業、
［２］ＥＴＢＥ＋
エタノール混
合車走行実
証事業、［３］
エコ燃料利用
促進補助事
業）


予算要求の縮減（半額） - 3,993 2,355 - - 2,355 ▲ 1,638
Ｅ３ガソリン本格普及事業の縮小。ＥＴＢＥ＋エタノール混合車
走行実証事業及びエコ燃料利用促進補助事業の予算計上見
送り（全体として半額程度の縮減）。


（２）エコ燃料
実用化地域
システム実証
事業費


（平成22年度をもって廃止） 2,355 - - - - ▲ 2,355 - -


（３）エコ燃料
利用促進補
助事業


（平成22年度をもって廃止） 450 - - - - ▲ 450 - -


Ｂ－６
農林


水産省
予算要求の縮減（半額） 4,195 2,751 1,372 - - ▲ 2,823 ▲ 1,379 飼料穀物の備蓄数量の見直しにより、予算要求の半額縮減。


（１）みんなエ
コクラブ推進
事業


廃止 - 150 - - - - ▲ 150 廃止。


（２）我が家の
環境大臣事
業


（平成22年度をもって廃止） 58 - - - - ▲ 58 - -


（３）こどもエコ
クラブ事業


（平成22年度をもって廃止） 75 - - - - ▲ 75 - -


環境省


Ｂ－７ 環境省


飼料穀物備蓄対策事業


エコクラブ
等関係事
業


Ｂ－５
バイオ燃料
の導入促
進
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 ④
23年度
要望額


⑤
23年度


予算措置額
（要望）


 項目
番号


 府省名


⑦
対23年度


概算要求額
（③－②）


反映の状況（考え方）
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①


22年度
当初予算額


 ②
23年度


概算要求額


③
23年度


予算措置額
（要求）


⑥
対22年度


当初予算額
（③－①）


項目名
事業仕分けの評価結果、


とりまとめコメント


（１）水環境保
全活動普及
促進事業（う
ち生活排水対
策取組促進）


8 8 - - - ▲ 8 ▲ 8 廃止。


（２）水環境保
全活動普及
促進事業（う
ち水環境ふれ
あい推進事
業）


- 15 - - - - ▲ 15 廃止。


（３）良好な生
活環境形成・
保全推進費
（うち良好な
感覚環境形
成のための
街作り推進
費）


6 6 - - - ▲ 6 ▲ 6 廃止。


（４）良好な生
活環境形成・
保全推進費
（うち良好な
大気生活環
境保全推進
費）


10 8 - - - ▲ 10 ▲ 8 廃止。


Ｂ－９ 環境省 来年度の予算計上は見送り 126 112 - - - ▲ 126 ▲ 112 予算計上見送り。


廃止


廃止


Ｂ－８ 環境省


エコツーリズム総合推進
事業費


環境関係
普及啓発
事業
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23年度
要望額


⑤
23年度


予算措置額
（要望）


 項目
番号


 府省名


⑦
対23年度


概算要求額
（③－②）


反映の状況（考え方）


【参考】


 
①


22年度
当初予算額


 ②
23年度


概算要求額


③
23年度


予算措置額
（要求）


⑥
対22年度


当初予算額
（③－①）


項目名
事業仕分けの評価結果、


とりまとめコメント


（１）世界に貢
献する環境経
済の政策研
究


予算要求の縮減(1/3程度の縮減) 400 400 273 - - ▲ 127 ▲ 127 契約形態のあり方等を見直し、予算要求の1/3程度縮減。


（２）地球温暖
化対策に係る
中長期ロード
マップ精緻化
検討費


来年度の予算計上は見送り（徹底
的に内容を精査）
（外部に出すのはテクニカルな部
分にとどめるべき）


- 200 91 - - 91 ▲ 109
検討会の開催や方針案の検討等については環境省直轄で行
い、外部への発注はテクニカルな部分に限定。


（３）低炭素社
会づくりのた
めの中・長期
目標達成ロー
ドマップ策定
費


（平成22年度をもって廃止） 203 - - - - ▲ 203 - -


Ｂ－１１ 環境省


中小企業におけるPCB廃棄物処
理の加速化が見られないままでの
漫然とした積み立てについては、
予算計上は見送り


2,000 2,000 1,500 - - ▲ 500 ▲ 500
早期処理に関する取組を強化すること等により処理の加速化
を図り、基金残高が来年度以降もさらに積み上がっていくよう
な事態に陥らない水準に拠出額を圧縮。


（１）経済産業
人材育成支
援研修事業


2,800 1,900 1,860 1,210 530 ▲ 940 ▲ 40
政策コンテストの評価結果も踏まえ、企業負担の拡大、インフ
ラ/システム案件への重点化。


（２）経済産業
人材育成支
援専門家派
遣事業


816 700 690 - - ▲ 126 ▲ 10


（３）研修協力
事業費補助
金


600 540 519 - - ▲ 81 ▲ 21


（４）貿易投資
円滑化支援
事業委託費


2,040 1,500 1,486 - - ▲ 554 ▲ 14


企業負担の拡大により、予算要求の縮減。


（1）～（4）
見直しを行う（企業負担の拡大）


（1）（特別枠）
見直しを要する


Ｂ－１０


経済
産業省


環境省


開発途上
国の人材
育成支援
等


ＰＣＢ廃棄物対策推進費
補助金


Ｂ－１２


環境政策
研究等


※
▲410
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 ④
23年度
要望額


⑤
23年度


予算措置額
（要望）


 項目
番号


 府省名


⑦
対23年度


概算要求額
（③－②）


反映の状況（考え方）


【参考】


 
①


22年度
当初予算額


 ②
23年度


概算要求額


③
23年度


予算措置額
（要求）


⑥
対22年度


当初予算額
（③－①）


項目名
事業仕分けの評価結果、


とりまとめコメント


（１）地域企業
立地促進等
補助事業


2,188 1,384 1,004 - - ▲ 1,184 ▲ 380


（２）地域企業
立地促進等
共用施設整
備費補助金


1,376 1,000 680 - - ▲ 696 ▲ 320


（３）地域経済
産業活性化
対策調査


予算要求の大幅な縮減
（2/3縮減）


280 196 65 - - ▲ 215 ▲ 131
全国展開できるものに限って調査するよう調査対象を絞り込
むことにより、予算要求の2/3縮減。


（１）生活用塩
供給等業務 - - - - - - -


備蓄量を10万トンから2万トンに見直し、これに伴い23年度に
404億円を国庫納付。
本事業について、国の予算措置はない。


（２）調査研究
等業務


- - - - - - - 本事業について、国の予算措置はない。


(1)水稲作付
面積調査にお
ける衛星画像
活用事業


来年度の予算計上は見送り（効果
的に実施できるような事業の抜本
的見直しを求める)


367 275 - - - ▲ 367 ▲ 275 予算計上見送り。


(2)衛星画像
を活用した損
害評価方法
の確立事業


予算要求の半減（将来的なランニ
ングコストは共済側の負担とするこ
と）


251 60 30 - - ▲ 222 ▲ 30
試行地域の限定等による事業の見直しを行い、予算要求の
半額縮減。


(3)地域森林
計画編成事
業費補助金


予算要求の半減 375 337 169 - - ▲ 206 ▲ 169
森林情報整備の対象面積の縮減等により、予算要求の半額
縮減。


支援対象を限定する等、抜本的見直し。
来年度の予算計上は見送り
（抜本的見直しを求める）


塩備蓄の必要性、また必要な場合
のその水準について、根拠を明確
にしながら、また透明性を高めた
上で、十分精査をし、速やかに過
大な資産について最大限の国庫
返納を行うこと


Ｂ－１５
農林


水産省


財務省


Ｂ－１３
経済


産業省
地域経済
の活性化


Ｂ－１４
（財）塩事
業センター


衛星画像
を活用した
事業
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 ④
23年度
要望額


⑤
23年度


予算措置額
（要望）


 項目
番号


 府省名


⑦
対23年度


概算要求額
（③－②）


反映の状況（考え方）


【参考】


 
①


22年度
当初予算額


 ②
23年度


概算要求額


③
23年度


予算措置額
（要求）


⑥
対22年度


当初予算額
（③－①）


項目名
事業仕分けの評価結果、


とりまとめコメント


(1)山村再生
総合対策事
業


177 94 - - - ▲ 177 ▲ 94 廃止。


(2)水産物産
地販売力強
化事業


907 670 - - - ▲ 907 ▲ 670 廃止。


(1)協同農業
普及事業交
付金


3,597 3,577 3,234 - - ▲ 363 ▲ 343


(2)林業普及
指導事業交
付金


520 518 443 - - ▲ 76 ▲ 75


(3)水産業改
良普及事業
交付金


91 90 84 - - ▲ 7 ▲ 6


(1)漁業担い
手確保・育成
対策事業


予算要求を半額程度縮減し、見直
しを行うこと 1,032 820 448 - - ▲ 584 ▲ 372 研修指導謝金の見直し等により、予算要求を半額程度縮減。


(2)「緑の雇
用」現場技能
者育成対策
事業


予算縮減（効率的な事業運営に取
組むこと） 2,858 5,777 5,530 - - 2,672 ▲ 247 トライアル雇用人数の削減等により、予算要求を縮減。


来年度の予算計上を見送り、抜本
的に見直すこと


大臣折衝の結果、普及事業の役割について検証し、国と地方
との役割分担を含め普及事業のあり方について検討をした上
で抜本的見直しを行い、24年度の予算要求を行うことを条件
に、必要額を予算措置。


国の事業として廃止
農林


水産省


Ｂ－１７
農林


水産省


普及指導
員の配置
及び普及
指導活動
の実施等


Ｂ－１６


Ｂ－１８
農林


水産省
担い手育
成


新製品開
発等支援
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 ④
23年度
要望額


⑤
23年度


予算措置額
（要望）


 項目
番号


 府省名


⑦
対23年度


概算要求額
（③－②）


反映の状況（考え方）


【参考】


 
①


22年度
当初予算額


 ②
23年度


概算要求額


③
23年度


予算措置額
（要求）


⑥
対22年度


当初予算額
（③－①）


項目名
事業仕分けの評価結果、


とりまとめコメント


(1)自衛官等
募集活動に
要する経費


根本的な見直しを行い、募集担当
者を大幅に縮減


21,139 20,577 20,300 92 92 ▲ 839 ▲ 278
募集担当の非常勤職員の人数を見直すことにより、予算額を
縮減。また、昨年末に今後の募集体制の在り方についての検
討会を設置。


(2)募集事務
地方公共団
体委託費


来年度の予算計上は見送り 135 134 62 - - ▲ 73 ▲ 72


費用対効果が明らかでないこと等が指摘され、「予算計上見
送り」とされた、地方自治体に委託する「広報宣伝業務」にか
かる予算計上を全額見送り。
なお、法律上、地方自治体が行う必要のある募集期間等の告
示や受験票の交付事務については、必要最小限の事務費等
を措置。


Ｂ－２０ 防衛省


見直しを行う
（任官を拒否された方の費用の償
還義務を課すべき、受験料を徴収
すべき）


17,897 18,095 17,878 8 8 ▲ 19 ▲ 217


「見直し」とされている内容について、23年4月末を目途に防衛
省における防衛大学校改革に関する検討委員会において検
討しているため、事業仕分けの評価結果の直接の反映額は
ない。
なお、防大生の退校者の発生による学生手当の減等により、
予算額は縮減。


国の事業として廃止 184 184 - - - ▲ 184 ▲ 184 廃止。


国として大規模自転車道の趣旨・
目的が現在のニーズに合致してい
るかを再検証（結果を地方公共団
体に伝達）


2,200,000 1,962,609 1,677,104 237,391 76,766 ▲ 522,896 ▲ 285,505
地方公共団体の協力を得て、大規模自転車道に係る再検証
を実施（結果については地方公共団体に伝達）。


(1)基礎的研
究業務


見直しを行う（自己の独法への資
金配分は止め、主体については国
または他の専門的機関等への一
元化を検討すべき）


6,342 5,972 5,906 - - ▲ 436 ▲ 66


運営費用のコストカット及び研究課題数について予算要求を
縮減。
競争的資金の配分実施主体については国または他の専門的
機関等への一元化を検討中。


(2)民間研究
促進業務


廃止 - - - - - - - 継続事業以外の財投計画への計上見送り。


Ｂ－２２
農林


水産省


Ｂ－１９ 防衛省
自衛官等
の募集関
係


Ｂ－２１
国土


交通省


(1)港湾民間拠点施設整
備事業（住民参加型まち
づくりファンド支援業務）


(2)大規模自転車道


（独）農業・
食品産業
技術総合
研究機構


防衛大学校における教育
に要する経費


社会資本
整備総合
交付金


社会資本
整備総合
交付金


社会資本
整備総合
交付金


の内数


社会資本
整備総合
交付金


社会資本
整備総合
交付金


社会資本
整備総合
交付金


の内数 の内数 の内数 の内数の内数


社会資本
整備総合
交付金


社会資本
整備総合
交付金


社会資本
整備総合
交付金


※
▲ 747


※
▲ 11


※
▲ 446,130
　　　の内数


社会資本
整備総合
交付金


社会資本
整備総合
交付金


社会資本
整備総合
交付金


の内数
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23年度
要望額


⑤
23年度


予算措置額
（要望）


 項目
番号


 府省名


⑦
対23年度


概算要求額
（③－②）


反映の状況（考え方）


【参考】


 
①


22年度
当初予算額


 ②
23年度


概算要求額


③
23年度


予算措置額
（要求）


⑥
対22年度


当初予算額
（③－①）


項目名
事業仕分けの評価結果、


とりまとめコメント


Ｂ－２３
農林


水産省


最低2割以上予算要求の縮減（2割
以上についても可能な限り縮減努
力）


1,381 1,280 960 - - ▲ 421 ▲ 321
条件不利地域の輸送費補助の対象区域の見直し等により、
予算要求の25%縮減。


(1)地域活性
化のための
バイオマス利
用技術の開
発


1,503 1,634 940 - - ▲ 563 ▲ 694


(2)森林資源
活用型ニュー
ビジネス創造
対策事業


310 295 232 - - ▲ 78 ▲ 63


(3)社会的協
働による山村
再生対策構
築事業


廃止 290 265 - - - ▲ 290 ▲ 265 廃止。


(1)バイオマ
ス・再生可能
エネルギー総
合対策


来年度の予算計上を見送り、対象
の限定など抜本的見直しを求める


8,006 7,192 5,496 - - ▲ 2,510 ▲ 1,695 継続事業以外の予算計上を見送り。


(2)東アジア等
におけるバイ
オマスタウン
利活用推進
事業


34 31 - - - ▲ 34 ▲ 31


(3)環境バイ
オマス総合対
策推進事業


99 30 - - - ▲ 99 ▲ 30


継続事業以外の予算計上を見送り。


廃止 廃止。


実用化のためのロードマップ、技
術開発が成功した場合に期待され
る具体的効果が明確に示されるま
では予算計上見送り


Ｂ－２５
農林


水産省
バイオマス
関係事業


学校給食用牛乳等供給推
進事業交付金


Ｂ－２４
農林


水産省
森林資源
の活用
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 ④
23年度
要望額


⑤
23年度


予算措置額
（要望）


 項目
番号


 府省名


⑦
対23年度


概算要求額
（③－②）


反映の状況（考え方）


【参考】


 
①


22年度
当初予算額


 ②
23年度


概算要求額


③
23年度


予算措置額
（要求）


⑥
対22年度


当初予算額
（③－①）


項目名
事業仕分けの評価結果、


とりまとめコメント


(1)情報セキュ
リティの推進


国費予算要求の縮減
実施主体を含めた仕組みの見直し
不要資産の国庫返納（既に予定さ
れている100億円超、提示のあっ
た40億円に加え、さらにできる限り
返納額の大幅な増額を求める）


1,159 1,381 1,331 - - 172 ▲ 50


人件費等の節約により、予算要求の縮減。
資産については、地域事業出資業務勘定の解散分担金11.4
億円のほか、情報処理推進機構信用基金91億円を返還予定
（22年度当初予算に歳入計上）。23年度は、40億円を返還予
定。


(2)情報システ
ムの信頼性
向上


854 854 854 - - - -


(3)高度ＩＴ人
材の育成


1,073 833 833 - - ▲ 240 -


(4)オープン・
クラウド環境
整備


廃止（独法の事業として行わない） - 450 - - - - ▲ 450 廃止。


Ｂ－２７
経済


産業省
可及的速やかに2,000億円を国庫
返納する - - - - - - -


23年度に500億円を国庫納付。
なお、23年度から原則4年間にわたって合計2,000億円を国庫
納付予定。


民営化等の実施時期を検討。民営化・民間実施


Ｂ－２６
経済


産業省


（独）情報
処理推進
機構


一般勘定の資産（（独）中
小企業基盤整備機構）
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③「過去の事業仕分け等の反映状況の
検証結果を踏まえた対応について」
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④
23年度
要望額


⑤
23年度


予算措置
額


（要望）


1 内閣府


平成２２年度予算は、概算要求に対し４２％の縮減、平成２３年
度概算要求は、同４４％の縮減にとどまっており、事業仕分け第
１弾の評価結果に則した予算及び予算要求の縮減（半額）が行
われていない。


4,984 4,852 4,605 - - ▲ 379 ▲ 247
既存予算を節減しつつ、新たに新成長戦略等の政府の
重要施策についての海外向け広報を拡充・強化して予
算措置。


高度観光人材育
成モデル事業 23 16 15 - - ▲ 8 ▲ 1


留学生支援については平成23年度からは新規募集を
停止（23年度は継続分のみ計上）。
経営者セミナーについては、対象業種を限定し、フォ
ローアップ体制を強化した上で予算措置。


沖縄２１世紀ビジョ
ン推進「万国津梁」
人材育成事業


- - - 1,600 1,350 - - 


政策コンテストの評価結果等も踏まえ、新規の基金を
設置するスキームを見直し、県の既存基金に当面の事
業に必要な資金を拠出するスキームに見直すととも
に、着実な効果検証やフォローアップ等を図るため、民
間企業の参画も含めた「人材バンクネットワーク」を形
成・活用することとした。


142 - - - - ▲ 142 - 廃止。


- - - 1,600 1,350 - - 


政策コンテストの評価結果等も踏まえ、新規の基金を
設置するスキームを見直し、県の既存基金に当面の事
業に必要な資金を拠出するスキームに見直すととも
に、着実な効果検証やフォローアップ等を図るため、民
間企業の参画も含めた「人材バンクネットワーク」を形
成・活用することとした。


文化資源活用型
観光戦略モデル構
築事業


99 - - - - ▲ 99 - 廃止。


文化観光戦略推
進事業 - 133 118 - - 118 ▲ 16


沖縄県の伝統芸能を支援する観光戦略に特化させ、沖
縄県が自ら運営し、ＰＤＣＡサイクルを強化したスキー
ムに改善した上で予算措置。


※の計数は、③23年度予算措置額（要求）及び⑤23年度予算措置額（要望）の合計額と対22年度当初予算額との比較（以下同じ。）。


沖縄に
おける
産業振
興（観
光）


2 内閣府


【参考】


3 内閣府


「「アジア青年の家」事業」は平成２２年度限りで廃止された。
その一方で、平成２３年度特別枠での要望においては、廃止事
業で行っていたものとほぼ同様のアジア・太平洋地域の優秀な
高校生を沖縄に招聘し、沖縄の高校生等と国際交流を深め、沖
縄の若者の人材育成支援を行うための基金を沖縄県に造成す
る「沖縄２１世紀ビジョン推進「万国津梁」人材育成事業（高校生
の国際交流事業）」が新規要望されており、行政事業レビュー公
開プロセスの結論及びとりまとめコメントを踏まえた対応が十分
に行われているとは言い難い。


「高度観光人材育成モデル事業」は平成２２年度限りで廃止さ
れた。
その一方で、平成２３年度特別枠での要望においては、廃止事
業で行っていたものと同様の海外の企業・大学院等への派遣・
留学や、中核人材や若手人材を対象に実施する研修事業を行
うための基金を沖縄県に造成する「沖縄２１世紀ビジョン推進
「万国津梁」人材育成事業（高度な産業人材育成事業）」が新規
要望されており、行政事業レビュー公開プロセスにおける指摘
事項等を踏まえた対応が十分に行われているとは言い難い。


「文化資源活用型観光戦略モデル構築事業」は平成２２年度限
りで廃止された。
一方、平成２３年度には、文化・芸能を活用し、観光誘客が期待
できる持続可能な地域主体のイベントの事業化支援及び当該イ
ベントを核とした旅行プロモーションの実施や、有識者による評
価及び課題の抽出・解決に向けた提言など、廃止事業で行って
いたものと同様の事業を補助する「文化観光戦略推進事業」が
規模を拡充して新規に要求されており、行政事業レビュー公開
プロセスにおける指摘事項等を踏まえた対応が十分に行われ
ているとは言い難い。


行政刷新会議の事業仕分けの評価結果等の反映（「過去の事業仕分け等の反映状況の検証結果を踏まえた対応について」）


4 内閣府


 府省名 番号


⑦
対23年度
概算要求


額
（③－②）


反映の状況（考え方）指摘内容


①
22年度


当初予算
額


②
23年度


概算要求
額


③
23年度


予算措置
額


（要求）


⑥
対22年度
当初予算


額
（③－①）


沖縄２１世紀ビジョン推進
「万国津梁」人材育成事業
【再掲】


 事業名等


沖縄に
おける
産業振
興（観
光）


政府広報


「アジア青年の家」事業


(単位：百万円）


※
1,350


※
 1,350
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④
23年度
要望額


⑤
23年度


予算措置
額


（要望）


【参考】


 府省名 番号


⑦
対23年度
概算要求


額
（③－②）


反映の状況（考え方）指摘内容


①
22年度


当初予算
額


②
23年度


概算要求
額


③
23年度


予算措置
額


（要求）


⑥
対22年度
当初予算


額
（③－①）


 事業名等


5 内閣府


沖縄に
おける
産業振
興（雇
用）


雇用戦略プログラ
ム推進事業


費用対効果の測定や沖縄の雇用拡大のためのグランドデザイ
ンが描けておらず、また、既存の事業を前提とした積算の厳格
化や助成要件の見直しにとどまっており、行政事業レビュー公
開プロセスの結論及びとりまとめコメントに則した大幅な改善が
行われているとは言い難い。


82 80 70 - - ▲ 12 ▲ 10
企業の選定方法の改善や費用対効果の測定を盛り込
む等、事業内容を改善した上で予算措置。


6 総務省


 平成２２年度予算は要求額から３．８%の縮減の10,669百万円
にとどまるとともに、２３年度概算要求額は12,026百万円と増額
に転じており、事業仕分け第１弾の結果に則した、予算及び予
算要求の一層の縮減（１０～３０%の縮減）が行われていない。


10,669 12,026 11,377 - - 708 ▲ 649


新成長戦略に明記された研究開発事項を除き、平成22
年度要求額から10％縮減の水準にまで縮減。
新成長戦略に明記された研究開発事項についても予
算要求額から10％程度圧縮。


7 総務省


ＷＨＯ優先課題に沿った研究を継続的に続けているが、「廃止
を含めた全面的な見直し」との行政事業レビュー公開プロセス
の評価結果にもかかわらず、選択と集中という観点から、諸外
国の研究状況を十分把握した上で、課題の絞り込みが十分行
われているとは言い難い。


1,195 900 843 - - ▲ 351 ▲ 56
海外研究機関との連携を図り、調査、研究手法の共通
化や実験データの共有化を図ることにより課題の絞り
込みを行い、予算規模を縮減。


8 法務省


費用対効果分析が事業の開始前に行われていない上に、既に
設置されたゲートについての費用対効果分析を実施するのも、
２０１１年まで先送りされており、行政事業レビュー公開プロセス
の結果及び取りまとめコメントに則した対応が行われていない。


4,158 39 39 4,700 4,259 ▲ 4,119 - 


自動化ゲートの費用対効果分析の実施についての指
摘であり、予算措置への反映はない（費用対効果等の
検証に向け作業中。）。
政策コンテストの評価結果も踏まえ、バイオメトリクスシ
ステムに係る調査研究について必要性等を精査するこ
とにより節減。


9 外務省


経費削減策としての３カ年計画を定め、借上事務所について賃
借面積の縮減や廉価な施設への移転を行うとされている。しか
しながら、大使館・総領事館のコンパクト化・事務所化について
の具体的内容が不明確であり、また、在外公館施設を国有とす
べきか、借上とすべきかの客観的な基準の設定も行われておら
ず、事業仕分け第１弾及び行政事業レビューの結果に則した見
直しが十分に行われていない。


18,034 17,657 17,131 - - ▲ 903 ▲ 526
在外公館借上事務所及び借上公邸の賃借面積を移転
等によって縮減し、借料を圧縮。


251 229 229 - - ▲ 23 - 


契約期間（21年度～25年度)終了後、契約をゼロベース
で精査する予定。
料金の引下げ（▲9％)については、23年度要求に反映
済み。


237 201 201 - - ▲ 35 - 


契約期間（21年度～25年度)終了後、契約をゼロベース
で精査する予定。
料金の引下げ（▲15％)については、23年度要求に反
映済み。


電波資源拡大のための研
究開発等


電波の安全性に関する調
査等


バイオメトリクスシステムの
維持・管理


在外公館施設


時事通信社バイリンガル
ニュース


共同通信社バイリンガル
ニュース


10 外務省
行政事業レビュー公開プロセスの評価者７人のうち４人が廃止
としている中で、現時点で本事業の廃止の可能性についての検
討が行われていない。


※
 140
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④
23年度
要望額


⑤
23年度


予算措置
額


（要望）


【参考】


 府省名 番号


⑦
対23年度
概算要求


額
（③－②）


反映の状況（考え方）指摘内容


①
22年度


当初予算
額


②
23年度


概算要求
額


③
23年度


予算措置
額


（要求）


⑥
対22年度
当初予算


額
（③－①）


 事業名等


11 外務省


招へい、ジャパン・ブリーフ及びプレス・ツアー等の各事業を
フォーリンプレス・センターに委託することが効率的かどうかなど
について精査がされておらず、フォーリンプレス・センター以外で
出来るものに競争を導入する等の行政事業レビューの結果に
則した見直しが十分に行われていない。


303 273 257 - - ▲ 46 ▲ 15


フォーリン・プレスセンター以外に委託可能なジャパン・
ブリーフ事業について、競争性を高めるため、23年度
から企画競争を導入することにより、効率化を図る。
（ジャパン・ブリーフについては、本件委託費とは別に
予算措置（14百万円））


- - - - - - - 


419 407 395 - - ▲ 24 ▲ 13


560 - - - - ▲ 560 0


- 321 303 - - 303 ▲ 18


14 外務省


有償資金協力と無償資金協力との切り分けの基準が明確に規
定されておらず、また、一般プロジェクト無償について生命・健
康に直結する案件を優先させているのか不透明である。さら
に、成果目標等の数値化が不十分であるなど、ＰＤＣＡサイクル
の確立が十分とは言えず、事業仕分け第１弾の結果に則した対
応が行われていない。


154,150 134,450 132,450 29,195 19,400 ▲ 21,700 ▲ 2,000


有償と無償の選定にあたり開発協力適正会議における
第三者の関与等の取組を通じて更なる説明責任を果た
す。一般プロジェクト無償は人間の安全保障分野等に
シフト。
ＯＤＡのあり方に関する検討に基づき、原則として全て
のＯＤＡ対象国について国別援助方針を作成し、ＰＤＣ
Ａサイクルを確立。


無償資金協力（ハコモノ無
償、各協力案件の選定方
法）


啓発宣伝事業等委託費(各
国報道関係者啓発宣伝事
業等委託)


13 外務省


「国際問題調査研究・提言事業費補助金」及び「調査研
究機関間対話・交流促進事業費等補助金」について
は、引続き公募にかけ競争性のある補助金とし、研究
内容等も精査のうえ可能な限り経費を削減。
「国際問題調査研究機関運営支援補助金」について
は、人件費の見直しにより経費を削減。また、現在の事
務所の契約期間が23年度に終了することに伴い、24年
度により安価な事務所へ移転することにより減額予定。


12 外務省


開発援助人材育成・振興に
必要な経費


国際開発指導者育成高等
教育事業


日本国際問題研究所補助
金


国際問題調査研究事業費
等補助金


従来の修士課程プログラムをより高度な博士課程に改
め、対象人数を絞った上で国際機関の幹部クラスの人
材育成を目的とした内容に変更。


「開発援助人材育成・振興に必要な経費」は、平成２２年度で一
旦廃止されるが、「国際開発指導者育成高等教育事業」が平成
２３年度に新規要求されている。これは、国の事業として国際開
発の分野における修士課程プログラムを設けるものであり（要
求内容の詳細は未定）、実質的に廃止された事業と同じものと
考えられ、事業仕分け第２弾の評価結果を踏まえた対応が行わ
れているとは言いがたい。


「（財）日本国際問題研究所補助金」の廃止に伴い平成２２年度
に新設された、「国際問題調査研究事業費等補助金」のうち、
「国際問題調査研究・提言事業費補助金」及び「調査研究機関
間対話・交流促進事業費等補助金」は、交付先が公募により競
争的に決定されているが、予算額２．８億円に対し、（財）日本国
際問題研究所への交付予定額は２．６億円となっており、実質
的な競争性が担保されているとは言いがたい。
また、「国際問題調査研究機関運営支援補助金」は、必要な研
究に対する競争的資金ではなく、平成２２年度から平成２６年度
までの５年間に渡り（財）日本国際問題研究所への人件費等の
一部を補助し続けるものである。
このように、事業仕分け第１弾における「（財）日本国際問題研
究所補助金」の評価結果に則した対応が十分行われているとは
言いがたい。


の内数 の内数


※
▲ 2,300
　の内数


の内数 の内数 の内数 の内数の内数
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④
23年度
要望額


⑤
23年度


予算措置
額


（要望）


【参考】


 府省名 番号


⑦
対23年度
概算要求


額
（③－②）


反映の状況（考え方）指摘内容


①
22年度


当初予算
額


②
23年度


概算要求
額


③
23年度


予算措置
額


（要求）


⑥
対22年度
当初予算


額
（③－①）


 事業名等


15 外務省


ＵＮＣＲＤが行っている研修と他の機関、特にＪＩＣＡが行っている
研修の重複は排除されておらず、また、研修・セミナーの開催そ
のものが成果目標となっており、効果検証の仕組みが構築され
ていないなど、事業仕分け第１弾や行政事業レビュー公開プロ
セスにおける評価結果などに則した、存在意義の検証を含めた
見直しが行われていない。


191 159 158 - - ▲ 33 ▲ 1


本拠出金は、UNCRDの事務所運営費等に充てられて
いるが、事務費等を縮減。また、UNCRDが行っている
研修と他の機関、特にJICAが行っている研修との重複
の排除や存在意義の検証を含めた見直しについては、
今後も外務省において検討することとしている。


16
文部


科学省


施設使用料について一定の改定を行っているが、目的利用料
金（女性・家庭、家族又は男女共同参画に関する研究等を主な
目的とした利用）については使用料の改定をしていないなど事
業仕分け第１弾の結果の反映が十分に行われていない。


590 568 562 - - ▲ 28 ▲ 6
利用形態による料金の見直しを含め自己収入の増加
等による削減。


- - - - - - - - 


491 486 279 - - ▲ 212 ▲ 207
キャリア教育の付替えメニュー（72百万円）廃止等によ
り縮減。


18
文部


科学省


平成２３年度要求における見直し内容においても、依然としてシ
ステムに係るコストが高い等の問題があり、事業仕分け第２弾
における評価結果に則した、ゼロベースの厳しい見直しが行わ
れていない。


124 105 32 - - ▲ 92 ▲ 73
ゼロベースで厳しい見直しを行い、新たなデータベース
を構築するための調査・検討経費を削減（既存データ
ベースの維持経費のみ措置）。


19
文部


科学省


平成２５年度末までに段階的に終了することとしているとともに、
関連して平成２３年度に「イノベーション成長戦略実現支援プロ
グラム」（２０億円）を新たに要求しており、実質的に「国としては
やる必要がない」とされた事業仕分け第１弾における結果を踏
まえた対応が行われていない。


12,065 11,359 11,059 - - ▲ 1,006 ▲ 300


昨年の事業仕分けの結果を踏まえ、段階的に廃止する
継続事業の効率化による削減を図るとともに、国が支
援すべきメニューに重点化した新たなスキームへの見
直しを実施。


10,246 10,144 9,941 - - ▲ 305 ▲ 203
23年度予算案では更に削減し、8%減。
任期付研究者の人件費が大きく、急には削減できない
が、毎年度効率化を求めていく。


1,093 1,072 1,052 - - ▲ 41 ▲ 20


任期付研究者の人件費、施設・機器保守費等経費を除
いた経費の50％を縮減。
任期付研究者の人件費が大きく急には削減できない
が、毎年度効率化を求めていく。


地球内部ダイナミクス研究
（（独）海洋研究開発機構）


生徒指導・進路指導総合
推進事業


情報の収集・整理・提供事
業のうち大学情報提供事
業（大学情報データベース
等）（（独）大学評価・学位
授与機構）


地域における科学技術の
振興に必要な経費


深海地球ドリリング計画推
進（（独）海洋研究開発機
構）


国際連合地域開発セン
ター（ＵＮＣＲＤ）拠出金


（独）国立女性教育会館運
営費交付金


キャリア教育総合推進プラ
ン等


17
文部


科学省


20
文部


科学省


深海地球ドリリング計画推進については、平成２２年度予算要
求11,885百万円を当初予算11,346百万円（▲４．５％）削減、地
球内部ダイナミクス研究については平成２２年度予算要求1,295
百万円を当初予算1,093百万円（▲１６％）削減したのみであり、
事業仕分け第１弾の結果に則した予算の縮減が行われていな
い。


「生徒指導・進路指導総合推進事業」の中に、２１年度限りで廃
止したとされている「キャリア教育総合推進プラン等」の類似事
業が含まれており、当該部分については、事業仕分け第１弾に
おける評価結果に則した対応が行われていない。
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④
23年度
要望額


⑤
23年度


予算措置
額


（要望）


【参考】


 府省名 番号


⑦
対23年度
概算要求


額
（③－②）


反映の状況（考え方）指摘内容


①
22年度


当初予算
額


②
23年度


概算要求
額


③
23年度


予算措置
額


（要求）


⑥
対22年度
当初予算


額
（③－①）


 事業名等


1,248 1,136 1,126 - - ▲ 122 ▲ 10
事業費は主に人件費等削減困難な経費からなるが、保
守経費の見直し等、運用経費の効率化を図り10百万円
を削減。


3,126 2,999 2,994 - - ▲ 133 ▲ 6
事業費は主にバイオリソースの収集・保存にかかる役
務費等削減困難な経費からなるが、システム経費の見
直し、運用経費の効率化を図り6百万円を削減。


子どもの読書活動
推進事業 - - - - - - - - 


子どもの読書普及
啓発事業 49 57 44 - - ▲ 6 ▲ 13


「子ども読書の日」の普及啓発、ＷＥＢサイトを活用した
情報提供等、最低限必要な事業に限定して措置。


23
文部


科学省


平成２３年度末までに段階的に廃止することとされており、実質
的に「国として事業を行わない」とされた事業仕分け第１弾にお
ける評価結果に則した対応が行われていない。


56 56 30 - - ▲ 26 ▲ 26
23年度までに段階的に廃止することとされていることを
踏まえ、1地域当たりの委託費について22年度予算額
の半額に縮減。


238 211 195 - - ▲ 43 ▲ 16
総合型地域スポーツクラブの育成の進展を踏まえ、ク
ラブ育成アドバイザーの養成・派遣事業経費を縮減。


- - - 2,699 571 - - 
政策コンテストの評価結果も踏まえ、民間負担の導入
等、支援のあり方を見直し。


25
文部


科学省
事業仕分け第１弾のとりまとめコメントに則した大幅な予算の削
減が行われていない。 400 400 382 - - ▲ 18 ▲ 18


開・閉会式に係るイベント的経費について補助の対象
外とすることにより削減。


国民体育大会開催事業
（地方スポーツ振興費補
助）


子どもの健康を守る地域専
門家総合連携事業


総合型スポーツクラブの育
成支援


スポーツコミュニティの形成
促進


植物科学研究事業（（独）
理化学研究所）


バイオリソース事業（（独）
理化学研究所）


子ども
読書
応援
プロ
ジェク
ト


22
文部


科学省


21
文部


科学省


24
文部


科学省


植物科学研究事業については、平成２２年度予算要求1,278百
万円を当初予算1,248百万円（▲２％）削減したのみであり、ま
た、バイオリソース事業については平成２２年度予算要求3,170
百万円を当初予算3,126百万円（▲１％）削減したのみであり、
事業仕分け第１弾の結果に則した予算の縮減が行われていな
い。


「子どもの読書活動の推進事業」は平成２１年度限りで廃止さ
れ、平成２２年度から「子どもの読書普及啓発事業」が実施され
ているが、後者においても、映像制作・複製配布といった啓発資
料の作成・配布や委託調査など類似の内容が含まれており、事
業仕分け第１弾の評価結果を踏まえた対応がなされていない。


平成２３年度概算要求において、新規事業として「スポーツコ
ミュニティの形成促進」（２７億円）が要望枠に計上されており、
「総合型スポーツクラブの育成支援」も含めた「スポーツ予算」
は、事業仕分け第１弾のとりまとめコメントの「大幅な予算の削
減」が反映されていない。


※
 571
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④
23年度
要望額


⑤
23年度


予算措置
額


（要望）


【参考】


 府省名 番号


⑦
対23年度
概算要求


額
（③－②）


反映の状況（考え方）指摘内容


①
22年度


当初予算
額


②
23年度


概算要求
額


③
23年度


予算措置
額


（要求）


⑥
対22年度
当初予算


額
（③－①）


 事業名等


3,886 4,536 3,584 - - ▲ 302 ▲ 951 支援対象団体数を見直すことにより縮減。


2,324 2,605 1,896 - - ▲ 428 ▲ 708 支援対象団体数及び積算単価の見直しにより縮減。


1,008 - - 1,095 1,000 ▲ 1,008 - 政策コンテストの評価結果も踏まえ、単価を見直し。


4,975 - - 5,270 4,740 ▲ 4,975 - 政策コンテストの評価結果も踏まえ、単価等を見直し。


本物の舞台芸術に触れる
機会の確保


優れた文化芸術による創
造性豊かな子どもの育成


芸術創造活動特別推進事
業


トップレベルの舞台芸術創
造事業


地域の芸術拠点推進（芸
術拠点形成事業、舞台芸
術振興の先導モデル推進
事業、アートマネジメント重
点支援事業、公立文化施
設の活性化による地域の
文化力の発信・交流の推
進）


優れた劇場・音楽堂からの
創造発信事業（トップレベ
ルの劇場・音楽堂、地域の
中核となる劇場・音楽堂）


芸術団体人材育成支援事
業、新進芸術家の育成公
演事業


次代の文化を創造する新
進芸術家育成事業


27
文部


科学省


26
文部


科学省


「次代の文化を創造する新進芸術家育成事業」に係る予算につ
いては、類似事業が、平成２３年度要求を含め、横ばいになって
おり、事業仕分け第１弾の結果に則した、予算及び予算要求の
縮減が行われていない。
「優れた文化芸術による創造性豊かな子どもの育成」に係る予
算については、文部科学省提出資料によれば、平成２１年度
4,011百万円であったものが、２３年度に5,270百万円の要求と
なっており、事業仕分け第１弾の結果に則した「圧倒的な予算
の縮減」が行われていない。


文部科学省提出資料「舞台芸術関係の振興方策」に係る予算と
して平成２１年度5,505百万円であったものが、２３年度7,141百
万円の要求となっており、事業仕分け第１弾の結果に則した「圧
倒的な予算の縮減」が行われていない。


※
 ▲ 8


※
 ▲234


※
 ▲ 8


※
 ▲234
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④
23年度
要望額


⑤
23年度


予算措置
額


（要望）


【参考】


 府省名 番号


⑦
対23年度
概算要求


額
（③－②）


反映の状況（考え方）指摘内容


①
22年度


当初予算
額


②
23年度


概算要求
額


③
23年度


予算措置
額


（要求）


⑥
対22年度
当初予算


額
（③－①）


 事業名等


- - - - - - - - 


100 100 - - - ▲ 100 ▲ 100 事業廃止。


29
厚生


労働省


事業仕分け第１弾において「実施は各自治体／民間の判断に
任せる」とされたにもかかわらず、平成２２年度において国の委
託事業として複数年契約で行っており、事業仕分け第１弾の評
価結果に則した対応が行われていない。


736 200 200 - - ▲ 536 - 
民間事業者との委託契約が終了する24年度末をもって
事業廃止。


30
厚生


労働省


厚生労働省が作成した行政事業レビュー公開プロセスのとりま
とめコメントの概要では、「国費の投入を一定部分しなければな
らない」と整理している。しかしながら、議事録によれば、一部の
評価者の意見であり、また、評決の分布を参照しても、評価結
果「事業の廃止（一定期間経過後）」に係るコメントとしては「事
業そもそものあり方に立ち返って抜本的に検討していただくこと
が必要ではないか」が妥当であり、コメントの概要が事実を反映
したものとなっていない。
このため、「キャリア形成促進助成金」のうち今後も継続して実
施することとしているメニューについて、行政事業レビュー公開
プロセスの結論等に則した対応が行われているとは言い難い。


4,768 8,680 8,564 - - 3,796 ▲ 115


現行のキャリア形成促進助成金（ジョブ・カード制度関
連）を廃止し、経過措置分（22年度認定分、47億円）を
措置するとともに、ジョブ・カード制度関連助成を一般の
キャリア形成促進助成金に整理統合し、他の助成金と
重複しないＯＪＴ助成分（5億円）を含め措置。


31
厚生


労働省


平成２２年度予算は、概算要求に対し２１％の縮減、平成２３年
度概算要求は、同２３％の縮減にとどまっており、事業仕分け第
１弾の評価結果に則した予算及び予算要求の縮減（半額）が行
われていない。


1,527 1,485 1,425 - - ▲ 102 ▲ 61


25年度を目途に、22年度概算要求から1/2程度縮減す
ることに向け、技能検定職種の統廃合や指定試験機関
方式への移行を進めるとともに、技能検定の在り方に
ついても検討。


- - - - - - - - 


500 500 250 - - ▲ 250 ▲ 250
障害者総合福祉法（仮称）施行に向けて必要な調査に
絞り、アウトカム指標の改善を図ったうえで実施（規模
は半減）。


健康増進対策費（地域健
康づくり推進対策費）


健康増進重点プロジェクト
事業


キャリア交流事業費


厚生
労働省


「障害者保健福祉推進事業費（障害者自立支援調査研究プロ
ジェクト）」は平成２１年度に廃止された一方で、障害者自立支
援法廃止後の新たな仕組みである「障害者総合福祉法（仮称）」
を検討するにあたっての課題について、地域における実践・取
組みを踏まえて実態把握・検討を行うためとして、平成２２年度
には「障害者総合福祉推進事業」が新設されている。
しかし、①いずれも障害者福祉に関する調査・研究事業である
こと、②廃止した事業同様新規事業におけるアウトカム指標が
ないことなどにみられるように、スキーム自体同様であり、事業
仕分け第１弾における「障害者保健福祉推進事業費（障害者自
立支援調査研究プロジェクト）」の評価結果及びとりまとめコメン
トに則した対応が行われているとは言い難い。


28
厚生


労働省


キャリア形成促進助成金


技能向上対策費補助事業


障害者保健福祉推進事業
費（障害者自立支援調査
研究プロジェクト）


障害者総合福祉推進事業


「健康増進対策費（地域健康づくり推進対策費）」が平成２１年
度に廃止された一方で、対象をメタボや糖尿病の予備軍に限定
した食生活・運動教室などの健康づくりに関する取組み等を実
施するためとして、平成２２年度には「健康増進重点プロジェクト
事業」が新設されている。
「地域で食育活動が育ってきており国がもはやこの事業で指導
的役割を発揮する必要がないこと、国・地方・各省で同様・同趣
旨のことをやっていること」とのとりまとめコメントのとおり、メタ
ボ・糖尿病に関連した食育事業はすでに各所で行っており、事
業仕分け第１弾における「健康増進対策費（地域健康づくり推
進対策費）」の評価結果及びとりまとめコメントに則した対応が
行われているとは言い難い。


32


35/42







④
23年度
要望額


⑤
23年度


予算措置
額


（要望）


【参考】


 府省名 番号


⑦
対23年度
概算要求


額
（③－②）


反映の状況（考え方）指摘内容


①
22年度


当初予算
額


②
23年度


概算要求
額


③
23年度


予算措置
額


（要求）


⑥
対22年度
当初予算


額
（③－①）


 事業名等


33
厚生


労働省


「介護サービス適正実施指導事業」が平成２１年度に廃止され
た一方で、当該事業のうち地域包括支援センター職員等研修事
業については、別途、厚生労働省が行っている補助事業である
「地域支援事業（包括的支援事業）」の対象経費となりうることか
ら、事業仕分け第１弾における「介護サービス適正実施指導事
業」の評価結果を踏まえた対応が行われていない。


- - - - - - - 


今後、課長会議等において、平成22年11月9日の行政
刷新会議決定の内容を各都道府県等に連絡し、事業
仕分け結果の趣旨を踏まえて、各都道府県等の判断
により事業を実施していただくよう依頼する予定。


34
厚生


労働省


事業仕分け第１弾の評価結果を受け、「社会保障審議会医療
保険部会（平成２１年１１月２５日、１２月８日）において『市販類
似薬は保険外とする』ことについて議論を行った上で、保険外と
することは見送った。」とのことであり、その後、次回診療報酬改
定に向けて事業仕分け第１弾における「後発品のある先発品な
どの薬価の見直し」の評価結果に則して、どの範囲を保険適用
外にするかについての議論は行われていない。


35
厚生


労働省


事業仕分け第１弾の評価結果を受け、『厚生労働省内に「審査
支払機関の在り方に関する検討会」を設けて議論を行ってい
る』とのことであるが、事業仕分け第１弾における「その他医療
関係の適正化・効率化（①レセプト審査の適正化対策、②国保
中央会・国保連に対する補助金（国保連・支払基金の統合））」
の評価結果に則したレセプト審査率と手数料の連動及び国保
連・支払基金の統合といった見直しが行われていない。


9,404,285 9,890,298 9,874,431 - - 470,145 ▲ 15,867


36
厚生


労働省


事業仕分け第１弾の評価結果を受け、「社会保障審議会医療
保険部会（平成２１年１１月２５日、１２月８日）において、食費・
居住費（光熱水費）の引上げの範囲・対象者、引き上げ額をどう
するか等について議論を行った上で、見直しを盛り込むことにつ
いては見送った。」とのことであるが、その後、事業仕分け第１
弾における「その他医療関係の適正化・効率化（③入院時の食
費・居住費のあり方）」の評価結果に則した次回診療報酬改定
に向けて入院時の食費・居住費の見直しが行われていない。


2,278 1,283 11,283 - - 9,005 10,001


- 10,001 - - - - ▲ 10,001


鳥獣害防止総合対策事業


鳥獣被害緊急対策事業


介護サービス適正実施指
導事業


後発品のある先発品など
の薬価の見直し


その他医療関係の適正化・
効率化
（①レセプト審査の適正化
対策）
（②国保中央会・国保連に
対する補助金（国保連・支
払基金の統合））


その他医療関係の適正化・
効率化
（③入院時の食費・居住費
のあり方）


37
農林


水産省
交付金として予算措置。


｢鳥獣害防止総合対策事業｣は、平成２２年度より交付金化が行
われている。しかしながら、その一方で、平成２３年度に国が直
接採択事業により支援する｢鳥獣被害緊急対策事業｣の予算が
要求されており、「鳥獣害防止総合対策事業」について「自治体
の判断に任せる」とした事業仕分け第１弾における評価結果に
沿ったものとなっていない。


24年の診療報酬改定に向けて検討。
（削減額は自然増減等。）
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④
23年度
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⑤
23年度


予算措置
額


（要望）


【参考】


 府省名 番号


⑦
対23年度
概算要求


額
（③－②）
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②
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③
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⑥
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当初予算


額
（③－①）


 事業名等


38
農林


水産省


平成２２年度予算額（22,018百万円）は、平成２２年度予算概算
要求額（33,027百万円）に対し形式的には３３％の縮減、平成２
３年度予算概算要求額（20,518百万円）は同３８％の縮減となっ
ている。しかしながら、（直近の）２１年度決算額（20,973百万円）
に対して平成２２年度予算額は５％増加しており、平成２３年度
予算概算要求額も同７％の縮減にとどまっていることから、実質
的な予算額の縮減が図られていない。


22,018 20,518 18,202 - - ▲ 3,816 ▲ 2,316
事務費等について節減・合理化を行い、予算要求を縮
減。


- - - - - - - -


- 450 - - - - ▲ 450 廃止。


- - - - - - - - 


- 22,000 22,000 - - 22,000 - 
整備内容を限定し、事業主体等について見直しを行っ
た上で予算措置。


41
経済


産業省
関連予算については縮減が図られているが、拠出金自体につ
いては見直しが行われていない。 1,000 1,000 1,000 - - - - 


本拠出金自体は国際約束（10年間で100億円以上拠
出）。東アジア・ASEAN経済研究センター（ERIA）事業拡
大に伴う資金要請があるものの10億円での継続拠出と
する。ただし、ERIA関連予算は、平成22年度、23年度
にそれぞれ2割以上縮減。諸外国に対するERIAへの拠
出の働きかけも併せて行う。


1,000 900 864 - - ▲ 136 ▲ 36
コ・フェスタの海外展開に対する支援の停止及び各事
業内容の合理化を通じて予算額を縮減。


799 500 176 - - ▲ 623 ▲ 324 支援対象の絞り込みにより縮減。


農地有効利用生産向上対
策事業（農地有効利用支
援整備事業）


戦略作物生産拡大関連基
盤緊急整備事業


東アジア経済統合研究協
力拠出金


日本政策金融公庫農林漁
業者向け業務補給金


各種の農業経営体育成等
（農業経営改善総合支援
事業）


地域農業を担う経営体育
成・確保推進事業


40
農林


水産省


39
農林


水産省


42
経済


産業省


国際見本市等のコンテンツ産業強化対策支援事業について
は、平成２２年度予算において、概算要求額約１４億円から１／
３程度縮減が図られたものの、同年度予算において、別途、コ
ンテンツ産業人材発掘・育成事業約８億円が創設され、平成２３
年度概算要求においても、前者が９億円、後者が５億円、計１４
億円が計上されており、コンテンツ産業人材発掘・育成事業も含
めた予算全体では予算要求の縮減が図られていない。


コンテンツ産業強化対策支
援事業


コンテンツ産業人材発掘・
育成事業


｢農業経営改善総合支援事業｣が平成２１年度限りで廃止された
一方、平成２３年には同事業と同様に都道府県協議会等を実施
主体とし、地域農業・農村の将来方向の明確化やその実現に向
けたアドバイス活動等を支援する「地域農業を担う経営体育成・
確保推進事業｣の予算が要求されており、実質的に「農業経営
改善総合支援事業」が廃止されたとは言い難い。


「農地有効利用生産向上対策事業」は平成２１年度限りで廃止
された一方、平成２３年度には、「戦略作物生産拡大関連基盤
緊急整備事業」の予算が要求されている。同事業の一部には、
廃止された旧事業と比較すると、事業規模はやや大きいもの
の、いずれも土地改良区を対象とし、排水不良の解消、部分的
な施設の改修・整備に対する補助が含まれており、当該部分に
ついては実質的に「農地有効利用生産向上対策事業」が廃止さ
れたとは言い難い。
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43
経済


産業省


中小企業大学校については、民間競争入札を２校で導入し、残
り７校についても順次導入するとされているが、事業仕分けにお
いては、一部の業務を民間委託するか否かについてではなく、
国で事業を実施すること自体が問われたところであり、事業仕
分けの評価結果を踏まえた対応がなされていない。


869 1,790 1,590 - - 721 ▲ 200


23年度予算について、一部効率化等を反映。これに加
えて、今後、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基
本方針」に基づき、中小企業大学校の研修事業の在り
方について検討。


2,305 - - - - ▲ 2,305 - - 


2,115 4,264 4,164 - - 2,049 ▲ 100
地下タンク入換、撤去については、審査を厳格化し、真
に必要な事業者に限定して補助。


- 2,200 2,200 - - 2,200 - 
23年2月1月からサービス・ステーション等の地下タンク
流出防止措置が義務化されるため、猶予期間である2
年間に限定し激変緩和措置として補助。


- - - - - - - - 


1,450 1,200 1,200 - - ▲ 250 - 
激変緩和措置として、27年度まで土木工事費の一部に
限定した最低限度を補助。


45
国土


交通省


研修・施設の在り方等については、コースの統合・再編や研修
期間の短縮を図ることにより、全体で10コース、研修員数約180
名、約3,300人日数の削減を図っている一方、民主党行政刷新
ＰＴによる国土交通大学校への現地ヒアリングの結果、いまだ
過剰な設備や余剰人員を抱える実態が指摘されており、事業仕
分け第１弾の議論を踏まえた見直しが十分に行われているとは
言い難い。


436 432 415 - - ▲ 21 ▲ 17
研修カリキュラムの見直し、設備投資関係経費の計上
見送り等により、予算縮減。


46
国土


交通省


平成２３年度予算概算要求においては、中期計画に基づく効率
化等による事業規模の縮減は図られているものの、これにとど
まっているところであり、十分な事業規模の縮減が図られている
とは言い難い。


1,924 1,882 1,745 - - ▲ 180 ▲ 137
研究開発課題を社会的要請の高いものに重点化する
等、事業規模を縮減。


地下タンク漏えい防止規制
対応推進事業


経年埋設内管対策費補助
事業


ガス導管劣化検査等支援
事業


国土交通大学校


建築及び都市計画に係る
技術に関する調査、試験、
研究及び開発等（（独）建
築研究所）


44
経済


産業省


中小企業大学校（（独）中
小企業基盤整備機構）


土壌汚染環境保全対策事
業


地域エネルギー供給拠点
整備事業


「土壌汚染環境保全対策事業」は平成２１年度限りで廃止され
たが、平成２２年度には、「地域エネルギー供給拠点整備事業」
が新設され、入換工事、内面補強工事、電気防食工事に対する
補助が供給不安地域等に限定して継続されるとともに、撤去工
事に対する補助が継続された。更に、平成２３年度概算要求に
おいては、この事業に加えて、「地下タンク漏えい防止規制対応
推進事業」が新設され、内面補強工事、電気防食工事等につい
ては、供給不安地域等に限らず補助することとされていることか
ら、実質的に「土壌汚染環境保全対策事業」が廃止されたとは
言い難い。
また、「経年埋設内管対策費補助事業」は平成２１年度限りで廃
止されたが、平成２２年度には、「ガス導管劣化検査等支援事
業」が新設され、配管の材料費等は補助対象外とされたもの
の、引き続き、経年埋設内管の交換、修繕のために必要となる
土木工事費等の一部が補助対象とされている。ガス導管劣化
検査等支援事業については、経年埋設内管対策費補助事業と
同様の事業であることから、実質的に「経年埋設内管対策費補
助事業」が廃止されたとは言い難い。


38/42







④
23年度
要望額


⑤
23年度


予算措置
額


（要望）


【参考】


 府省名 番号


⑦
対23年度
概算要求


額
（③－②）


反映の状況（考え方）指摘内容


①
22年度


当初予算
額


②
23年度


概算要求
額


③
23年度


予算措置
額


（要求）


⑥
対22年度
当初予算


額
（③－①）


 事業名等


47
国土


交通省


本事業は事業仕分け第１弾の評価結果を受け、平成２２年度予
算において約１０％の予算要求の縮減を行うとともに、新たに耐
震改修を行う対象については、耐震性能評価値が０．５未満の
施設に重点化したところ。一方、平成２３年度予算概算要求にお
いては、耐震性能評価値が０．５以上の緊急性が高いとは言い
難いものが含まれており、緊急性が高いものへの重点化が十
分図られていない。


14,968 13,050 12,150 2,313 1,573 ▲ 2,818 ▲ 900
政策コンテストの評価結果も踏まえ、耐震性能評価値
が0.5以上の施設のうち緊急性が高いとは言い難いも
のの削減。


- - - 45,300 30,530 - - 


4,020 - - - - ▲ 4,020 - 


720 - - - - ▲ 720 - 


2,229 68 68 - - ▲ 2,161 - 


3,940 - - - - ▲ 3,940 - 


6,810 - - - - ▲ 6,810 - 


769 - - - - ▲ 769 - 


4,771 - - - - ▲ 4,771 - 


635 256 256 - - ▲ 379 - 


政策コンテストの評価結果も踏まえ、広域的・幹線的な
地方の赤字バス路線及び幹線交通と密接な地域内の
生活交通の維持・拡充、鉄道輸送対策、離島航路及び
バリアフリー化等への支援の充実に重点化。


鉄道駅移動円滑化施設整
備事業


鉄道軌道輸送対策事業


交通施設バリアフリー化設
備等整備


地方バス路線運行維持対
策


官庁営繕費


地域公共交通確保維持改
善事業


地域公共交通活性化・再
生総合事業


地域公共交通維持・活性
化推進事業


自動車旅客運送のバリアフ
リー化の推進


離島航路補助金


48
国土


交通省


地域公共交通確保維持改善事業は、事業仕分け第１弾で｢各
自治体の判断に任せる｣こと等とされた地域公共交通活性化・
再生総合事業の枠組みをベースとして、地域公共交通関係予
算が統合されたものである。
本事業では、｢地域の主体的な取組みを基本としつつ、モラルハ
ザードを抑制し効率的で必要最小限の真に必要な支援措置を
講じる｣とされているが、地域公共交通において国が真に保障
すべきナショナル・ミニマムの概念が不明確であるほか、従来か
ら各自治体や地域で行われている自主的な取組まで補助事業
の対象に組み込まれている。しかも、平成２２年度における関係
予算の合計額（23,844百万円）の倍近い大幅な増額（45,300百
万円）となっている。（平成２３年度特別要望枠に計上）


※
 ▲1,245


※
30,530


の内数 の内数の内数 の内数
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49
国土


交通省
取引等の機会をとらえた取組みによる効率化ができないかとい
う検討が行われていない。 12,597 11,101 11,099 2,459 950 ▲ 1,498 ▲ 2


政策コンテストの評価結果も踏まえ、要求・要望の予算
措置を一体的に検討した上で、取引円滑化に資する地
域へ重点化して予算措置。


50
国土


交通省


平成２３年度予算概算要求においては、｢景観形成総合支援事
業｣については廃止し、｢歴史的環境形成総合支援事業｣につい
ては、対象地域の絞り込みをした上で実施することとされてい
る。しかしながら、対象地域の絞り込みが十分に行われていると
は言い難く、一旦廃止し、ゼロベースで見直すという行政事業レ
ビュー公開プロセスの取りまとめコメントに則した対応が行われ
ているとは言い難い。


850 589 156 - - ▲ 694 ▲ 433
事業を廃止。
経過措置として、23年度に限り、継続分について予算
措置。


51
国土


交通省
民間都市再生基金については、返納額（過大分）が未だ確定し
ておらず、国庫への返納が行われていない。 - - - - - - - 


22年度末時点での実績を見込み、過大分（約18億円）
を23年度に返納。


52
国土


交通省
事業仕分け第２弾の評価結果に則した｢都市再生事業実施に
係る基準｣の明確化が行われていない。 19,174 18,562 16,571 - - ▲ 2,604 ▲ 1,991


緊要性に乏しい事業等を見直し要求額から１割程度縮
減。なお、都市再生事業実施基準の見直し案について
は、本年1月11日にパブ リックコメントに付されている。


53
国土


交通省


平成２３年度予算概算要求においては、平成２３年度から平成
２７年度にかけて段階的に航空会社の負担を求めることとして
いるものの、その負担割合は依然低く、国費の削減効果は十分
とは言い難い。


2,653 2,570 2,304 - - ▲ 349 ▲ 265
受益者（民間航空会社）の負担額を高めて、運営費交
付金を削減。


54
国土


交通省


事業仕分け第１弾の評価結果及び取りまとめコメントにもかか
わらず、平成２３年度予算概算要求においては、基礎的調査に
限定しているとしつつ前年度予算の１．５倍を越える大幅な増額
となっている。


251 235 163 - - ▲ 89 ▲ 72
調査内容を、計画の実施状況の把握等、基礎的な調査
に限定のうえ、事業規模を縮減。


55 環境省


「温室効果ガスの自主削減目標設定に係る設備補助事業」は、
予算計上見送りとされたにもかかわらず、平成２２年度予算及
び平成２３年度予算概算要求のいずれにおいても、事業規模を
縮小しつつ同内容の事業が継続して実施することとされてい
る。
他方、本年３月には地球温暖化対策基本法案が閣議決定され
国会に提出されるなど、政府として国内排出量取引制度の導入
に向けた状況が大きく変化しているところであるが、今日におい
て、従前と同内容の事業が有効であるかの十分な検証が行わ
れていない。


1,200 800 600 - - ▲ 600 ▲ 200
これまでに知見の得られていない分野に対象事業を限
定し、事業は23年度末で終了。


景観・歴史的環境形成総
合支援事業


民間都市再生基金（(財)民
間都市開発推進機構）


都市再生事業（（独）都市
再生機構）


北海道総合開発推進調査
費


国内排出量取引推進事業
（うち「温室効果ガスの自主
削減目標設定に係る設備
補助事業」）


地籍調査


教育訓練業務（（独）航空
大学校）


※
 ▲549
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56 環境省


平成２２年度予算額は、平成２２年度概算要求額に対し約２．
５％の縮減(平成２１年度予算額に対し約１４％減）にとどまって
いた。この点については、平成２３年度概算要求額が平成２２年
度予算額に対し約１０％の縮減となったものの、過年度に発生
している不用はこれを上回るものであり、事業仕分けにおける
評価結果及び取りまとめコメントに則した不用額の予算額への
反映が行われていない。


52,186 46,965 46,565 148 - ▲ 5,621 ▲ 400
21年度当初予算（607億円）から、過去の不用発生率を
反映。


57 環境省


全国地球温暖化防止活動推進センター(以下、全国センター)に
おける普及施設の運営、推進員に対する研修事業等を内容と
する｢地球温暖化防止活動推進センター等基盤形成事業費｣に
ついては平成２１年度限りで廃止され、平成２２年度には、｢地
域で活動するＮＧＯ・ＮＰＯ等支援事業費｣として、①地域地球温
暖化防止活動推進センター(以下、地域センター)が実施する、Ｃ
Ｏ２削減に直接効果があり、かつ、地域連携を促すための事業
への補助及び②地域センター活動を支援する事業が新設され
ている。
その中には、従来の事業内容である施設への補助及び研修に
関する委託は除外されているものの、別途、推進員に対する研
修への補助が実施されることになっている等、本事業の見直し
は一部改善の域を超えていない。さらに、ＮＰＯに関する「取りま
とめコメント」を援用して新設した本事業の対象には、他の法人
も含まれており、ＮＰＯのみを対象としたものとはなっていない。
以上を踏まえると、事業仕分け第１弾における評価結果及び議
論の趣旨を踏まえた対応が十分になされているとは言い難い。


638 557 480 - - ▲ 158 ▲ 77
地球温暖化防止活動推進センターを介して間接的に
NPOを支援する従前のスキームを見直し、NPOを事業
主体とした共同事業体へ補助。


120 - - - - ▲ 120 - - 


- - - 175 175 - - 
政策コンテストの評価結果も踏まえ、補助対象を受益
者負担に取組む施設等に限定。


59 防衛省


防衛省においては、実員純減計画の期間中であるが、もともと
他省庁に比べて低く設定された純減目標に対して現時点で大
幅に未達になっている。
また、後方部隊等からの配転や後方部隊におけるアウトソーシ
ングの拡大など、業務の合理化・効率化、省人化への取組に係
る具体的な方策が明らかにされていない。


- 3,348 - - - - ▲ 3,348 来年度の予算計上は見送り。自衛官の実員増要求


生物多様性の保全･活用に
よる元気な地域づくり事業
（うち「山岳環境保全対策
事業」）


循環型社会形成推進交付
金


地球温暖化防止活動セン
ター等基盤形成事業


山岳環境等浄化・安全対
策緊急事業費補助


58 環境省


山岳トイレの整備を内容とする｢山岳環境等浄化・安全対策緊
急事業費補助｣が平成２２年度限りで廃止される一方で、平成２
３年度特別要望枠において、新たに｢生物多様性の保全･活用
による元気な地域づくり事業（うち山岳環境保全対策事業）」が
計上されている。そこには、入山者の規制等の総合的な環境対
策について検討する「総合的山岳環境保全対策推進事業（25百
万）」と、民間山小屋のトイレ整備補助（１０年間の継続を想定）
として「山岳環境保全対策支援事業（150百万）」が含まれている
(計175百万円)。
この事業は、環境省内で有識者を交えた検討会の中間報告を
踏まえて要望がなされているとされているものの、本来早期に
結論を出すべき今後の費用負担のあり方の検討を先送りにし、
旧事業において想定されていた全ての補助対象を時限的な措
置との名目で補助し続けることにもなりかねないものとなってお
り、行政事業レビュー公開プロセスの評価結果を踏まえた対応
がなされているとは言い難い。


※
 175
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④
23年度
要望額


⑤
23年度


予算措置
額


（要望）


【参考】


 府省名 番号


⑦
対23年度
概算要求


額
（③－②）


反映の状況（考え方）指摘内容


①
22年度


当初予算
額


②
23年度


概算要求
額


③
23年度


予算措置
額


（要求）


⑥
対22年度
当初予算


額
（③－①）


 事業名等


60 防衛省


大規模広報施設については、平成２２年度は１１月から当分の
間、国の運営の下、入場料を試行的に徴収しており、平成２３年
度より入場料徴収を含め民間委託する方向で検討することとさ
れている。
一方、音楽隊には隊員1,100人余の人件費等約５７億円の総コ
ストがかかっているところであるが、音楽まつりについては、有
料化は実施しないこととされている。


885 925 854 - - ▲ 31 ▲ 71


大規模広報施設については、体験型展示器材につい
て、体験料の徴収等を含め、民間委託することにより維
持整備費を削減。
音楽まつりについては、自衛隊記念日の行事であり有
料化は行わないが、その他の音楽隊の演奏会につい
て、一部有料化する方向で引き続き検討。


自衛隊の広報事業（大規
模広報施設・行事広報）
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資料１－３


（独立行政法人）
（単位：億円）


法人名 資産概要 国庫納付額
（歳入計上額）


(独)情報通信研究機構 現金及び預金等 166


(独)国立印刷局 土地 0


(独)科学技術振興機構 建物等 0


(独)労働政策研究・研修機構 現金及び預金等 3


(独)医薬基盤研究所 投資有価証券等 45


(独)年金積立金管理運用独立行政法人 建物等 1


(独)農業・食品産業技術総合研究機構 現金及び預金、有価証券等 5


(独)水産総合研究センター 現金及び預金等 11


(独)農畜産業振興機構 野菜生産出荷安定資金・野菜農業振興資金 107


(独)農林漁業信用基金 現金及び預金、有価証券、投資有価証券等 297


(独)農業生物資源研究所 現金及び預金等 6


(独)農業者年金基金 現金及び預金等 0


(独)農林水産消費安全技術センター 現金及び預金 0


(独)新エネルギー・産業技術総合開発機構 省エネ・リサイクル支援法債務保証(特定)の資金 5


(独)情報処理推進機構 現金及び預金等 40


(独)中小企業基盤整備機構 現金及び預金等 500


(独)中小企業基盤整備機構 第２種信用基金 0


(独)中小企業基盤整備機構 産炭地域振興事業債調整分利子補給資金等交付金 0


(独)鉄道建設・運輸施設整備支援機構 現金及び預金等 12,000


(独)鉄道建設・運輸施設整備支援機構 高度船舶技術開発等業務における信用基金 10


(独)住宅金融支援機構 有価証券等 413


(独)住宅金融支援機構 金利変動準備基金 106


計 13,717


うち一般会計 13,418


（注）土地、建物等は売却の上、納付。


23年度における独立行政法人及び公益法人の不要資産の国庫納付







（公益法人）
（単位：億円）


法人名 資産概要 国庫納付額
（歳入計上額）


(財)塩事業センター 有価証券等 404


(財)国有財産管理調査センター 現金預金 2


(社)全国農地保有合理化協会 担い手支援貸付原資基金 143


(社)全国農地保有合理化協会 緊急加速リース支援事業貸付原資基金 0


(財)海外漁業協力財団 貸付事業基金 20


(財)ベンチャーエンタープライズセンター 研究開発型・知識融合型新企業債務保証基金 3


(財)民間都市開発推進機構 民間都市再生基金 18


計 590


うち一般会計 447








【３．国債整理基金特会】


○積立金
オペレーショナルリスクに十分配慮しつつ、繰上償還に充て
ることも含め検討


22年度より、国債整理基金残高等を活用し、買入消却による
繰上償還を実施予定。基金残高を必要最小限の水準に圧縮。


【２．外為特会】


○剰余金
剰余金は、一定のルールに基づいて、一般会計に繰り入れる
方式にする


○積立金
財投預託されている積立金（20兆円）については、中期的に
債務（FB）の償還に充てることにより、B/Sの両サイドを減らし


ていく


○金融資産（外貨運用益の円転のためのFB発行)
FBの発行によって外貨運用益を円転し、負債が積み上がる
構造の解消を図る


22年度剰余金見込額全額及び23年度剰余金見込額の一部（0.2兆円）
を一般会計に繰入れ。


剰余金の繰入れルールを設定し、公表。


特会法改正までの運用面の対応として、23年度より、外為
特会の積立金（財投預託金）の満期分の繰替使用によりFB
を償還し、FB残高を圧縮。


【１．財投特会（財政融資資金勘定）】


○資産規模
融資・投資合わせて目的や透明性を明確にした上で、可能で
あれば規模圧縮を検討


○剰余金
金利変動リスクと財政の健全性を勘案しつつ積立てを行った
上で、可能な範囲で一般会計に繰入れ


○積立金
金利変動リスクに備え、必要額を積立て


23年度財政投融資計画編成にあたっては、金融・経済情勢
も勘案しながら、対象事業の重点化・効率化を図り、規模
を圧縮。


引き続き積立金等の全額（1.1兆円）を一般会計に繰入れ


財務の健全性を確保するための運用面の対応として、23年
度において、ALM高度化のための施策を実施。


・積立金が保有外貨資産の約30％に達するまでの間、毎年度の剰余
金の30％以上を外為特会に留保。


・ただし、現行の中期財政フレームの期間においては、外為特会の内
部留保額を段階的に増やしていくことを目指しつつ、一般会計の財政
事情に配慮し、一般会計への全額繰入れも含め検討。


（22年度：0.8兆円。23、24年度：3兆円程度）


（計画規模：22年度18.4兆円 → 23年度14.9兆円（▲18.8%））


（注）外為特会が為替介入等のため追加的に発行できるFBの額は変わらない。


特会仕分けの評価結果と23年度予算等における対応について 資料１－４







【４．交付税及び譲与税配付金特会（交付税及び譲与税配付金勘定）】


○負債のあり方
抜本的見直し。
地方分としての枠組みを堅持した上でより確実な償還に
向けて検討。


○枠組みのあり方
（地方財政計画を含めた）交付税制度の抜本的見直し


【５．エネルギー対策特会】


○枠組みのあり方
区分経理は維持。
エネルギー需給構造高度化対策については、エネル
ギー由来CO2削減という政策目的に即した事業に対し、


経済産業省と環境省以外の府省も使えるようにする。


これまでも他省庁が所管する産業について採択実
績がある「エネルギー使用合理化事業者支援補助
金」について拡充。


地方負担としての枠組みを堅持した上で償還計画
を見直し、特会借入金の確実な償還を実施（利払
いについても明確に地方負担化）。


一般行政経費（単独）における追加財政需要額の
見直し等、地方財政計画の合理化・適正化。








 


 


「地震再保険特別会計に関する論点整理に係るワーキンググループ」について 


 


 


 財務省は、「地震再保険特別会計に関する論点整理に係るワーキンググループ（Ｗ


Ｇ）」を設置いたします。 


昨年 10 月の事業仕分けにおいて「特別会計の廃止（国以外の主体への移管）の検


討」とされた地震再保険特別会計について、昨年 11 月の行政刷新会議で、まず所管


の財務大臣において、事業の他の主体への移管について論点を整理した上で、行政刷


新会議で討議することとされたところであり、本ＷＧは、この論点整理の作業を行う


ために設置するものです。 


 


 


【構成メンバー（五十音順）】 


市川 眞一   クレディ･スイス証券（株）チーフ･マーケット･ストラテジスト 


    江頭 憲治郎  早稲田大学大学院法務研究科教授 


    大谷 孝一   早稲田大学商学学術院教授 


    纐纈 一起   東京大学地震研究所教授 


(座長)佐藤 主光   一橋大学経済学研究科教授 


    清水 涼子   関西大学大学院会計研究科教授 


    畠中 誠二郎  中央大学総合政策学部教授 


    吉田 泉    財務大臣政務官 


 


（オブザーバー） 


    日本損害保険協会、外国損害保険協会、日本地震再保険（株）、損害保険料


率算出機構、損害保険契約者保護機構 


    金融庁 


 


 


なお、第 1回ＷＧは、1月下旬頃の開催を予定しており、開催後、財務省ホーム


ページにて、議事要旨を公表する予定です。 


 


 


以上 


 


資料１－５ 








「規制仕分け」の実施について（案） 
 
１．目的 


平成 22 年９月の「新成長戦略実現に向けた３段構えの経済対策」で


既存の規制・制度改革の前倒し実施等が閣議決定されたが、平成 23


年度予算案が閣議決定した現在、新たな成長の起爆剤となる規制・制


度改革は最大の緊急課題といえる。そこで、より強力に推し進めるた


めに、「事業仕分け」の原則である「外部性」と「公開性」を活かした


「規制仕分け」を実施する。 


「規制仕分け」においては、現存する規制の現状や考え方を公開の


場で明らかにしつつ、規制改革の方向性を国民に明確に示し、その実


現の推進力となる国民的議論を巻き起こすことを目的とする。 


 


２．対象項目選定の考え方 


  規制仕分け対象項目の選定に当たっては、以下のいずれかの要件を


満たすものの中から、公開の場で議論することで改革実現につながる


ものを選定する。 


 ○構造変化や技術革新、新たな政策課題の出現等時代の変化に即して


いないもの 


 ○市場の発展と産業競争力の強化を促進する観点から、国際基準と整


合していない、または新たな事業者の参入や創意工夫の発揮を妨げ


ているもの 


 ○法律と実態の乖離、国民・事業者への過度な負担、行政の無駄・非


効率を生んでいるもの 


 ○国民生活に密着しているもの 


 ○改革実現による波及効果が大きいもの 


 


３．評価者選定の考え方 


規制仕分けの評価者選定に当たっては、以下のいずれかの要件を満


たす者の中から、過去の実績、職歴等を勘案して候補者を選定する。 


○規制・制度のあり方等に知見を有する者 


○規制・制度の実情など現場に知見を有する者 


○行政全般、個別の行政分野の在り方等に識見を有する者 


○事業仕分けや行政事業レビュー公開プロセスの経験を有する者 


 


４．実施時期 


  ３月上旬 


資料２－１ 








 


ワーキンググループの設置について（案） 


 


 


 


 


１ 「行政刷新会議の設置について」（平成 21 年９月 18 日閣議


決定）５に基づき、規制仕分けを実施するため、ワーキンググ


ループを設置する。 


 


 


２ 行政刷新会議の議長は、評価者を指名し、ワーキンググルー


プに参集を求めることができる。 


 


 


３ ワーキンググループは、原則として、適当と認める方法によ


り、公開とする。 


 


 


４ ワーキンググループにおける配布資料は、原則として、公表


する。 


 


 


５ ワーキンググループの議事概要は、公表する。 


 


 


６ 以上に定めるもののほか、ワーキンググループの運営に関し


必要な事項は、ワーキンググループで決定する。 
 


資料２－２ 








 
今後の「規制仕分け」の進め方について（イメージ） 


 
 


                  行政刷新会議関係                規制・制度改革分科会等関係 


 


１月２０日（第15回会議） 


 


 


 


 


 


２月下旬目途（第16回会議）  


 


 


 


３月中旬目途（第17回会議）  


 


         


 


 


  


 


 


当面の進め方についての意見交換 


ワーキンググループの設置 等 


 


 


 


 


仕分け対象、評価者の決定 


 


 


 


仕分けの評価結果の報告 


 


 


 


 


 


 


 


１月下旬 改革提案項目の決定（第６回分科会） 


  


各省協議・政務協議 


 


 


 


 


 


 


 


 仕分けの評価結果を踏まえた各省協議・政務協議 


 


 


資料２－３ 


３月上旬 規制仕分けの実施 


３月末 規制・制度改革に関する閣議決定 








 


 


公共サービス改革の検討状況について 


（報告） 


 


                 平成 23 年１月 20 日 


                   公共サービス改革分科会 


 


１．これまでの取組 


 


 (1) 厳しい財政状況の中、国民に必要な公共サービスをより効率


的・効果的に提供することが求められている。特に、政府機関


が行う年間10兆円を超える調達の効率化は良質な公共サービス


の提供に当たり極めて重要（コストに直結）。しかし、調達につ


いては、各府省所管公益法人への随意契約など様々な問題が指


摘されているものの、その対策は十分ではなく、納税者の視点


に立ったバリュー・フォー・マネーを高めるための改革が必要。 


 


 (2) 昨年 9 月の行政刷新会議で設置が決定された当分科会では、


同年 11 月以降これまで 3回の会合を開催し、調達の効率化を始


めとする公共サービス改革の推進に向けた幅広い議論、検討を


行っているところ。主な内容は以下のとおり。 


 


① 調達効率化に関する諸課題：価格と質の両立、契約手法の


多様化、現行会計法令の課題、中小企業への配慮、調達に関


する個別課題（随意契約・一者応札問題、共同調達の推進、


ネットオークション、競り下げ等） 


 


② 公共サービス改革推進に向けた体制整備：専門人材の育成、


調達効率化に係るインセンティブ 


 


③ 地域の公共サービス改革：公民連携の推進、担い手の育成 


 


   その他、公共サービス改革の全体像、公共サービスの業務フ


ロー・コストの分析把握等に関する議論が行われた。 


 


(3) 当分科会の会合と並行して、これまで 13 回のヒアリング会合


を開催し、調達等公共サービスに関する有識者、専門家や中小


企業団体、民間企業関係者など 30 名から、国の制度や改善策に


係る意見、分析、民間の事例紹介等についてヒアリングを実施。 


資 料 ３ 







 


 


 


２．今後の予定 


 


(1) 当分科会での議論、有識者等からのヒアリング内容を踏まえ、


3 月に公共サービス改革を推進するための具体的取組（運用改善、


制度改正等）を盛り込んだ「公共サービス改革プログラム」を


取りまとめる予定。 


 


(2) このうち、来年度に実施する取組として、以下の内容を予定


（今後の検討を踏まえ更に追加する取組があり得る）。 


 


① 共同調達 


霞が関の全府省が数グループに分かれて共同調達を実施。


従来の共同調達実施品目以外の消耗品、一部のサービスへの


対象拡大を検討。また、共同調達未実施の地方支分部局に対


し、実施に向けた具体策を提示。 


 


② 競り下げ 


 競り下げ手法による調達について、コスト削減や新規参入


促進等の効果、現行会計法令下における制約・課題、中小企


業の受注機会や事業活動への影響等につき十分な検証を行う


ため、試行を実施。 


 


③ ネットオークション、カード決済 


各府省におけるネットオークションの実施、カード決済の


国内取引への拡大を円滑に取り進めるよう、具体的な手続き


等に関するガイドラインを策定。 







○随契・一者応札の是正 ○国会等の指摘事項の
○共同調達 　フォローアップ
○競り下げ ○インセンティブの付与　　等
○ネットオークション
○旅費制度　　等


共同調達、競り下げの試行　等 体制整備、改革推進メカニズム、


制度改正の検討　　　等


○調達の現状と問題


○改革の課題と方向


23年度から新たに実施・拡大
     23年度以降、段階的実施、


     具体化に向けた検討


○これまでの取組と経緯


○調達の仕組みと関連制度


（別紙１）


公共サービス改革と調達


調   達   改   革（分科会での検討）


公共サービス改革プログラム
（改革の基本方針）


公共サービス改革
バリュー・フォーマネー（VFM）の向上


競争性・透明性の確保
契約手法の多様化　等


体制整備 改革推進メカニズム


      ○人材育成
      ○調達情報の共有
      ○内部監査　等







（別紙２） 


 


 「公共サービス改革分科会」の開催状況 


 


 


日程 議題 主な議論 


第 1 回 


11 月 4 日 


「本分科会の検討事項」 


・検討事項及び検討の進め方 


・調達に関する改革 


・地域における公共サービス改革 


 


 


「調達に関する個別の検討課題」 


・随意契約・一者応札 


・共同調達 


 


・省庁の壁を超えた議論が必要 


・会計法令の時代に合わせた見直しを 


・公共サービスの担い手を育成する仕組み


づくりが重要 


・地域経済を成り立たせる観点も不可欠 


 


・国に質と価格を精査できる能力が必要 


・一般競争入札自体を自己目的化すべきで


ない 


・地方も含めて全府省に共同調達を拡大す


べき 


 


第 2 回 


12 月 2 日 


「公共サービス改革の論点と課題」 


・民間企業における取組 


・地域における取組と課題 


 


・調達の効率化には、調達手法の改善と調


達体制の整備の２つの視点が存在 


・競争促進と地域振興のバランスが重要 


第 3 回 


12 月 22 日 


「調達に関する個別の検討課題」 


・競り下げ、ネットオークション 


・カード決済 


 


「公共サービス改革の論点と課題」 


・公共サービスの業務フロー及びコ


ストの明確化 


・地域における取組と課題 


 


・現行会計法制下で取組が限定的になる場


合、会計法改正も意識すべき 


・契約手法のノウハウ蓄積が重要 


 


・公共サービスの必要性判断には人的・物


的資源投入コスト分析が必要 


・調達の仕組みだけでなく、調達を担う「人」


も大事 
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